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序 自動車産業を巡る環境変化と軽量金属開発論の意義

姥 名 保 彦
(新潟経営大学教授)

現在自動車産業は世界的な再編成過程にある｡ 再編成の底流には自動車産業を取 り巻く環境において二つの

重要な変化が進行している｡ 一つは環境規制の強化であり､いま一つは情報ネットワークシステムの発展であ

る｡

まず､自動車産業に対する環境規制が急速に強化され始めているということを指摘しておかなければならな

い｡環境規制強化に対する対策如何が今や自動車メーカーの存続自体をも左右しかねないほど死活的な問題と

なっているからだ｡そうした背景の下で ｢要素開発｣とりわけ軽量金属材料開発の必要性が急速に高まってい

る｡いわゆる要素開発論の台頭であり､軽量金属材料開発の意義が改めて問われているのである｡とくに､

EUでは要素開発にとって不可欠なLCA (LifeCycleAssessment)コンセプト(注1)が製品コンセプトにとっ

て今や欠かせない構成要素となりつつある｡その意味でLCAソフト開発が自動車産業にとっても急務 となっ

ており､軽量金属材料開発にとっても重要な課題となるに至っているのである｡

次に情報ネットワークシステムについてはどうか｡情報ネットワークシステムの急速な発展を背景とする自

動車産業の情報ネットワークシステムの展開を見落とせない｡とくに､再編成過程が自動車産業における情報

ネットワークシステムのグローバルな展開と表裏の関係にあるということをわれわれは看過してはならない｡

とりわけ ｢共通ネットワークシステム｣(注2)のグローバルな展開 (注3)が重要である その際見落とせない

のは､｢共通ネットワークシステム｣登場の背景には ｢専用ネットワークシステム｣- その典型はVPN

(virdcalPrivateNetwork)である- の限界が横たわっているという点である｡｢専用ネットワークシステム｣

の矛盾は今や世界的な問題とさえなり始めていると云っても過言ではないようだ｡ CAD (ComputerAided

Design)データやEDI(ElectronicDatalilterChange)データなどの急速な普及に伴うネットワーク及び業務

アプリケーションの発展が､｢多回線 ･多端末｣状態の編捧化という形で ｢専用ネットワークシステム｣の限

界を露呈させており､その結果CADデータやEDIデータのこれ以上の普及自体が困難化するという事態すら

生じかねないからだ｡しかもこうした ｢多回線 ･多端未｣状況は､情報ネットワークシステムの本質に潜む

"デジタル ･デイバイド ー とりわけアセンブラーとパーツサプライヤー間のそれ- をさらに増幅させると

いう側面を学んでいることもまた見逃せないのである｡

ところで､前者の環境規制強化と後者の情報ネットワークシステムは相互に関連し合っているということが

重要である｡設計思想の共有に由来するLCAコンセプ トと情報ネットワークシステムの "親和性''(注4)は､

両者の ｢融合｣を促しており､その結果､LCAコンセプ トと情報ネットワークシステムのクロスオーバーに

よるLCAソフト開発の重要性が自動車産業においても強まっている｡さらにその延長線上で､LCAソフ ト搭

載型情報ネットワークシステムを- しかもグローバルなネットワークシステムとして一 稼働させる可能性が



浮上してきている｡ その意味で ｢共通ネットワークシステム｣もまたLCAとの融合という新たな課題を避け

ては通れなくなりつつあると云える｡

上記に関連して､環境規制の強化とともに ｢グリーン調達｣論が強まっていることもまた見逃せない｡グリ

ーン調達論自体は環境規制の一環をなしている以上当然必要なことであるが､看過できないのは､同時にそれ

が調達条件を充たし得ない企業とくにパーツサプライヤーの安易な切り捨てに結びつく可能性を秘めており､

新たなデバイドすなわち "グリーン･デバイド を惹起する可能性を伏在させているという点だ｡観方を代え

ればそのことは､LCAコンセプ トと情報ネットワークシステムの "親和性"が "グリーン･デバイド"と

"デジタル ･デバイド'との結合を通じて両者の相乗作用を引き起こしかねないという危険性にすら繋がって

いる- ということを意味しているのである｡ つまり､｢専用ネットワークシステム｣とりわけVPNの "デジ

タル ･デバイド 拡大効果は "グリーン･デバイド'を増幅させる可能性を学んでいるという訳だ.そうした

事態に陥れば､パーツサプライヤーの立場はますます困難なものになることは明らかである｡VPNに潜在し

ているこうした二重の意味での "デバイTf"を回避するためにも､われわれは､｢共通ネットワークシステム｣

の形成とそれを通じてのLCAソフト開発を急がなければならないのである｡

そこで本研究は､自動車産業を巡る二つの環境変化及び両者の相互関係に着目し､LCAコンセプトと情報

ネットワークシステムとの融合によるLCAソフト開発- とりわけ ｢共通ネットワークシステム｣とのクロス

オーバーによるソフト開発一 について研究し､軽量金属材料開発の今日的意義を明らかにすることを目的と

している｡以上の目的に沿って本研究は以下の四つの課題を研究する｡

第-は環境規制強化対策に係わる研究である｡ それは､(イ)要素開発論として登場してきた軽量金属材料

開発が自動車産業にとって如何なる意味を持っているのか､(ロ)その際､自動車向け用途開発が既に本格化

し始めているアルミニウム合金と比較して､物理的 ･経済的条件は充たしているにもかかわらず経済的条件の

未充足に因り未だにそれが本格化し得ていないマグネシウム合金のフィージビリティーをどのように見込むこ

とができるのか- という諸点を解明することである.

第二は情報ネァトワークシステムの展開に関しての研究である｡それは､(イ)｢専用ネットワークシステム｣

の限界とは何か､(ロ)｢共通ネットワークシステム｣が ｢専用ネットワークシステム｣の限界を果たして克服

し得るのか､(ハ)それとも両者の共生 ･融合の可能性を追求すべきなのか- という諸点を解明することであ

る (注 5)｡

第三は環境規制強化対策と情報ネットワークシステム展開の相互関連性についての研究である｡ それは､

(イ)LCAコンセプトと情報ネットワークシステムとの融合において ｢共通ネットワークシステム｣が如何な

る意味をもつのか､(ロ)その場合､｢共通ネットワークシステム｣はどのような役割を果たし得るのか- と

いう問題の解明である｡

最後は地域情報ネットワークシステムに関する研究である｡ この間題は本研究にとっては補論ではあるが､

地域における企業情報ネットワークシステムとくに製造業におけるそれを考える上で極めて重要な意味を持っ

ている｡そこで､本研究としてもこの間題を取り上げることにした｡とくに製造業集積地域におけるコラボレ

ーションにおいていわゆるSCM (SupplyChainManagement)がどのような意味を持っているのかというこ

とを解明するために､新潟県中越地域の金属加工業におけるBtoBネットワークである ｢越後ものづくりネッ

トワーク｣を事例として取り上げた｡それは､三つのシステム (｢受注引き合い情報共有システム｣､｢地場企

業我術情報データベース｣及び ｢大容量データ転送システム｣)を駆使することによって､(イ)地域製造業企

業間における迅速かつ大容量の情報共有化に一定の成果を上げることができた､(ロ)ユーザー企業が望む



｢ものづくり｣に応えることを通 じて日本の ｢ものづ くり｣における ｢技｣の継承 ･発展に対 しても貢献する

ことができた- という点で､｢越後ものづ くりネットワーク｣が形式知の共有化のみならず日本的ナレッジ ･

マネジメントの核心をなす暗黙知の共有化にも迫っているからである0

本研究は､新潟経営大学 ･地域活性化研究所の2003年度研究プロジェクト ｢自動車の軽量化とアルミニウム

合金 ･マグネシウム合金用途開発の事業化に関する研究｣の中間報告としてまとめたものである｡本研究プロ

ジェクトのメンバーは以下のとおりである｡
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渡辺豊臣 ([財]にいがた産業創造機構) (順不同)
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研究プロジェクト主査

蛇 名 保 彦

(順不同)

(注1)LCAとは､原料採取 ･製造 ･流通 ･消費 (使用)･廃棄という製品の全ライフサイクルに亘って環境負

荷を包括的に測定し､その軽減目標を設定するコンセプ トのことである｡因みに､現在の日本の有力

企業4,000社を取 り上げた場合､LCA導入比率は既に平均で35.6%を記録してお り､なかでも電機産業

の場合は44.2%に達しているとされる (第Ⅱ部第4章 [注 9]を参照のこと)0



(注 2)｢共通ネットワークシステム｣とは､情報ネットワークシステムにおけるエクス トラネット仕様のイ

ンフラス トラクチャーである｡この点に関する理論的な研究については､拙稿 ｢アジア共生型 『ビジ

ネス情報ネットワーク』の提唱一 新潟経営大学ビジネスフォーラムの論点整理と課題-｣(新潟経営

大学 ･地域活性化研究所 『地域活性化ジャーナル』[第 7号])第 4章 [p.16-29]及び拙稿 ｢The

VirtualManufacturingandadesignofNorthEastAsianInformationNetwork-Thewayhow

wecanovercomethe"DigitalDivide"inNorthEastAsianSMEs(Small&Medium-sized

Enterprises)andgetthe"DigitalOpportunity"forthem-｣(NiigataUniversityof

Management『JournalofNiigataUniversityofManagement』[No.7])Chapter4[p.20-40]を参

照されたい｡

(注 3)われわれはそれをGNX (GlobalNetworkexchange)と呼ぶことにする｡ それは､米自動車業界の

ANX (AdvancedNetworkexchange)､ヨーロッパ自動車業界のENX (EuropeanNetwork

exchange)さらに日本の自動車業界のJNX (JapaneseautomotiveNetworkexchange)などからな

っている. なお､米自動車業界によ云て設立されたANXの当初の名称はAut｡m｡tiveNetwork

eXchangeであったが､現在は自動車以外の業界をも取 り込むためにAdvancedNetworkeXchangeと

いう名称に変更されている｡

(注 4)LCAコンセプトと情報ネットワークシステムは､共にライフサイクル思想に依拠しているという点で

設計思想を共有している｡詳しくはYasuhikoEbina｢AproposalofAsianGreenManufacturing

Network-FortheformationofAsianEnvironmenta&EconomicZone-｣(NiigataUniversityof

ManagementmournalofNiigataUniversityofManagement』[No.9])Chapter3[p.36-44]を参

照のこと｡

(注 5)｢専用ネットワークシステム｣と ｢共通ネットワークシステム｣に関するここでの区分は､あくまで

も概念上の区分であるということに留意されたい｡本研究第Ⅱ部で詳論するように､両者は実際には

融合する可能性を伏在させているからだ｡
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マグネシウム合金開発の方向について



第 Ⅰ部 マグネシウム合金開発の方向について

蛇 名 保 彦
(新潟経営大学教授)

はじめに

本稿の研究課題は､第一に､環境規制のクリアという観点から自動車産業における軽量金属材料開発の意義

を明らかにすること､第二にその際､物理的 ･機械的 ･経済的観点から､アルミニウム合金及びマグネシウム

合金の自動車向け用途開発上の特性を比較検討すること､第三に､両合金の特性を比較検討した上で､マグネ

シウム合金の自動車向け用途開発におけるフィージビリティーを明らかにすること､そして最後に､上記特性

を計量化する上で有効なLCAソフト開発上の課題を明らかにすること- であるO

そこで本稿では､(イ)自動車産業における諸機能面と環境面における軽量金属素材の役割､(ロ)アルミニ

ウム合金及びマグネシウム合金のそれぞれについて上記 [イ]における役割､(ハ)用途開発における両合金

の特性､(ニ)軽量金属材料開発におけるLCAソフトの役割及び課題-などの検討を通じて上記の研究課題を

解明することにする｡

1.自動車部品素材としての軽量金属素材の役割

ここでは､自動車部品素材としての軽量金属素材-とくにアルミニウム合金及びマグネシウム合金を中心と

した軽量金属素材-の役割を､機能 ･経済面でのそれと､環境面でのそれとに区分し検討する｡

(1)機能 ･経済面での役割

まず機能 ･経済面での役割は以下の四点に整理される｡

① 運動性能向上

第一に運動性能向上が挙げられる｡ 例えばそれは､日米欧での車体アルミ化の目的と開発状況を見た場合､

｢目的とニーズ｣の中に共通して重視されていることからも領けよう (図表 ト1-1参照)0

② 安全性向上

第二は安全性向上である｡この点については､上記 ｢目的とニーズ｣からも明らかなように､車の衝突の際

における安全性向上という観点から､軽量性と安全性との両立が求められているのである (図表ト1-1参照)0

③ モジュール化

第三はモジュール化である｡ 1万点を超える部品からなる車の生産において部品点数の効率化と削減は､生

産の効率化にとって不可欠な課題である｡

-1-



④ コストダウン

最後はコストダウンである｡この点は軽量化による燃費向上に関わるので､別途詳論する｡

(2)環境面での役割

環境面での役割は以下の四点である｡

① 燃費向上

第-は燃費向上である｡一般的に云って､車体重量と燃費向上との関係においては逆比例関係が成立してい

るとされる (図表 Ⅰ -1-2-【1】参照)(注1)｡まずアルミニウム合金事について｡ヨーロッパにおける実験では､辛

体を100kg軽量化すれば､100kmの走行で0.6リットルの燃料が節約できるとされている (注2)｡その結果､現行

1400kgの中型セダンをアルミ使用による軽量化によって1,100kgにすると､生涯走行距離 (注3)で約3,000リッ

トルの燃料が節約できると計算されている (図表 Ⅰ -1-2-【2]参照)(rl:･4)｡次に超軽量スチールを利用した場合も

車体軽量イヒと燃費向上との間に僅かではあるが (注5)やはり正の関係が確認される｡世界鉄鋼協会主導の下で

進められているスチール製超軽量車の開発プロジェクトULSAB (UltraLightSteelAutoBody)でも燃費向

上の目途が一定程度ついたと報告されている (図表Ⅰ-1-2-【3】参照)(注6)0

② リサイクル性向上

第二はリサイクル性向上である｡例えばEUは自動車産業に対するリサイクル指令 (ELV指令)を出したが､

それは極めて厳しいものである｡ すなわち､リサイクル目標は2006年1月から重量ベースで85%以上､2015年

1月から同じく950/o以上を義務づけるというものだ (fl=･7)｡こうした厳しい規制の下では､金属素材のリサイ

クル性もまた一層向上を計ることを余儀なくされよう｡

(釘 非有害性向上

第三は非有害性向上である｡やはりEUは､自動車を含む全産業を対象にして有害物質使用禁止指令

(ROHS指令)を出している (注8)｡かくして､金属素材についても非有害物質使用との関連性が一層厳しく問

われることになろう｡

① 省エネルギー

最後に省エネルギー効果も見逃せない｡この点についてはここでは､第一点すなわち軽量化による燃費向上

はエネルギー節約と同義であるとしておこう｡

図表 Ⅰ-1-1 日米欧での車体アノ~レミ化の目的と開発状況

日 本 米 国 欧 州

目的 .ニーズ ○熱賛 .排ガス規制 ●熱賛 .排ガ不規制 ●熱賛 .排ガス規制
●運動性向上 ○運動性能向上 ○運動性向上

●安全対策等重量増加対策 ○安全対策等重量増加対策 ○安全対策等重量増加対策

○モジュール化対策 ○モジュール化対策 ●モジュール化対策

状況 .動向 ○COP3で熱賛改善に拍車 _ ○現行CAFE対策で四苦八苦 ○自動車税全廃⇒熟料税へ移行

○2010年に対95年比20%改善 ○PNGV車 (80MPG) のの構想

○_自動車税を排気量別から熱賛 開発 :2004年目標 ○3U100Km車99年量産

別への動き ○超軽量鋼製車間発くULSAB,-SAC,-SAS) ○独2005年に対90年比25%改善

(出所)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 r自動車アルミ化J

luRL;http://ww .keikyo-unet.ocn.ne.jpn･lrアルミ化の目的と効果｣ ･(表 日米欧での車体アルミ化の目的と開発状況)1/1よりO
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図表 ト1-2 車両重量と燃費の関係

[1 ] 車体軽量化と燃費向上との関係について
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(出所)松崎邦男 ｢マグネシウムの合金の特性と製品開発の動向｣

[2] アルミ合金利用車のケース
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luRL;httpwww.keikyo･unet.ocn.ne.jp/]･I｢アルミ需要動向｣･く欧

州 :自動車のアルミ化の現状と今後) ･(図 走行距離による消費燃料

の比較)1/1より｡

[3] 起軽量スチール車のケース(2001年10月現在市販ガソリン乗用車)
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(出所)日本アルミニウム協会･自動車委且会 r自動車アルミ化J

【URL;hm):W… .keikyo･unet.ocn.ne.ip/]･Irアルミ化のE]的と効果｣･(図 車両重量と燃費の関係)1/1より｡
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以上が軽量金属素材及び材料を自動車部品 ･同製品として使用した場合に期待される効果であるが､アルミ

ニウム合金及びマグネシウム合金の用途開発をこうした効果に別して以下で考察してみよう｡

(注 1)一般に､車重1%の低減によって燃費は0.8-1.0%向上すると想定されている (杉山降司他 ｢車体への

アルミ板材の適用とその課題｣より)｡

(注 2) 日本アルミニ/ウム協会 ･自動車委員会 帽 動串アルミ化』

[URL;httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.1'D/]･Ⅱ ｢アルミ需要動向｣･<欧州 :自動車のアルミ化の現状

と今後>1/1より｡

(注 3)生涯走行距離はヨーロッパでは16万km強とされている (日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動

車アルミ化』[URL;httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.1'D/]･Ⅱ ｢アルミ需要動向J･<欧州 :自動車のア

ルミ化の現状と今後>1/1より)｡

(注 4)なお､軽量化を目的としてアルミ材料を車体に適用する場合には､(イ)外板部品だけにアルミ材料を

適用する方法､(ロ)車体全体をアルミにする方法-とがあるが､前者については鋼材と比較して約

50%軽量化することができるが､後者については約30%の軽量化に止まると報告されている ((杉山降

司他 ｢車体へのアルミ板材の通用とその課題｣より)0

(注 5)この場合､ホワイトボディーにおける軽量化では約25%を達成してはいるが､車体全体では僅か6%

程度に止まっているとされる (日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動車アルミ化』

[URL;http://www.keikvo-unet.ocn.ne.iD/]･Ⅰ ｢アルミ化の目的と効果｣･｢自動車のアルミ化の現

状と今後｣1/2より)｡

(注 6)但し超軽量スチールの場合は､衝突安全性という車体機能を損なわずに軽量化機能を高め得るという

点では有利性を備えているということも見逃してはならないであろう(日本アルミニウム協会 ･自動車

委員会 『自動車アルミ化』 FURL;httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.1.D/]･Ⅰ｢アルミ化の目的と効

果｣･｢自動車のアルミ化の現状と今後｣1/2より)0

(注 7)本報告書第Ⅱ部 (p.52)を参照のこと｡

(注 8)同上参照｡

2.アルミニウム (AL)合金開発

まずアルミニウム (以下ではALと略記する)合金からみてみよう｡

(1)上記 ト (1)のケースについて

AL合金の場合には､運動性機能､モジュール化､コス トダウンなどの面では優位性を発揮 しうる｡これは､

軽量性 (とくに鉄に対 して)､耐食性､加工性､電気伝導性､熱伝導性､非磁性､反射性､低温性などの物理

的 ･機械的特性におけるAL合金の優位性を反映したものである (lli･'l1)0

だが安全性に関しては､強度 ･耐力の面での特性における劣位性を反映し難点が指摘されている｡
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(2)上記 1-(2)のケースについて

① 燃費向上

上述の通 りである (上記1-【2】-①参照)｡

② リサイクル性向上

アルミニウムは極めてリサイクル性に富んでいる｡アルミニウムの再生地金を作るエネルギーは､ボーキサ

イトからアルミ新地金を作る場合の3%のエネルギーで済むとされる (注2)｡その結果アルミ製品のリサイク

ル率は概ね高水準を維持している (図表 ト2-1参照)0

(参 非有害性向上

この点に関しては未だ明らかではない｡

(彰 省エネルギー

燃費向上が省エネルギーに繋がるという点は上述の通 りであるが (上記 Ⅰ-【2】-④参照)､アルミニウムの場

合には他の金属素材と異なり特殊なエネルギー消費を伴っているということを見逃せない｡例えば鉄鋼と比較

した場合､アルミニウムを生産する段階での精錬によるエネルギー消費は圧倒的に高いとされる (注3)｡

図表 Ⅰ-2･1 主なアルミ製晶のリサイクル状況

需要分野 主要製品 H9需要実績 ライフサイクル 現状 リサイクル率

輸送 自動車 1,241千 トン/辛 約 7年 80-90%

土木建築 サッシ 888千 トン/年 18年 90-100%

金属製品 印刷板 338千 トン/辛 1年以内 30-40%

箔 各種 163千 トン/年 1ケ月～数年 若干量

(出所)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 r自動車アルミ化｣

【URL;htto･//Wwwkeikvo-unet.ocn.neiDn･VT｢アルミのリサイクル状況｣･(表 主なアルミ製晶のリサイクル状況)1/1より｡

(注 1)横井健夫 ｢自動車アルミニウム合金板材の開発状況と今後の課題｣参照｡

(注 2)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 町自動車アルミ化』

[URL;httt)://www.keikvo-unet.ocn.ne.iT)/]･Ⅵ ｢アルミのリサイクル｣1/1よりo

(注3)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動車アルミ化』

[URL;httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.1'D/]･V｢アルミ化とLCA｣<1.軽量化とLCA>1/2

3.マグネシウム (MG)合金開発

マグネシウム (以下ではMGと略記する)合金の場合はどうか｡

(1)上記 1-(1)のケースについて

運動性能 ･モジュール化 ･コス トダウンなどの面では現状では確たる優位性を見出すことは困難である｡こ

うした面で優位性を発揮するためには､高温クリープ性､耐食性向上､接触腐食防止､表面処理技術開発､薄

肉 ･複雑形状化などの技術開発が必要だとされる (純 1)｡一方安全性に関しては強度､耐力などの面での特性
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を生かすことによって優位性を発揮 し得る｡

(2)上記 1-(2)のケースについて

燃費向上 ･リサイクル性 ･省エネルギー性に対 しては､比重､強度､耐力などの面での特性を反映して既に

優位性を確保 しつつある｡ (なお､非有害性向上に関しては今のところ不明である｡)従ってMG合金開発の今

後の技術開発上の課題は､低比重材料としての特性を生かしつつ上記 1の課題に応えることを重視した ｢要素

技術開発｣の本格化であると云えよう (iF-2).

(注 1)小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣(r工業材料』[2002年8月号])p.30参照｡

(注2)近田敏弘 ｢自動車部品のマグネシウム合金化事情｣(『機械技術』[2000年10月号])p.37-38参照｡

4.用途開発におけるAL合金とMG合金との関係について

次に同じ軽量金属素材の複合利用によって上記1における効果をさらに高めることができるかどうかを確認

するために､軽量金属の中でも物理的 ･機械的特質において比較的強い共通性が存在すると想定されるAL合

金 とMG合金との関係をチェックしておこう｡ このことは､軽量金属部品 ･製品の複合開発のためにも必要な

作業であると考えられる｡その際､以下の諸点を取 り上げる必要があろう｡一つには物理的 ･機械的特質及び

強度における補完性と代替性について､二つには経済的条件における補完性と代替性について､三つには用途

開発における補完性と代替性について- である｡

(1)物理的 ･機械的特質及び強度におけ る補完性と 代 替性

① 比重 ･強度 ･耐力 ･腐食性比較

この分野における両者の主要チェックポイントは､ 比重 ･強度 ･耐力 ･腐食性である｡

(イ)比重 (図表ト4-1参照)

A.AL;2.70g/cm3(鉄の約1/3)

B.MG;1.74g/cm3(ALの約2/3)

(ロ)強度 (図表Ⅰ-4-2参照)

A.AL合金 (2017);151Nmm-2

B.M G合金 (AZ80);190Nmm-2

(ハ)耐力 (図表ト4-2参照)

A.AL合金 (2017);98Nmm-2

B.MG合金 (AZ80);130Nmm-2

(ニ)腐食性 (図表ト4-3参照)

AL合金<MG合金

② 上記①の (イ)～ (ニ)における補完性と代替性

以上から明らかなように､両者の特性を 比較 した場合､MGは腐食性にお いてのみALに劣って いるに過ぎ
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ないのであり､比重 ･強度 ･耐力の全てに亘ってALを凌駕している｡にもかかわらず､MG合金としては先

に観たように機能 ･経済面の主要な面でAL合金に劣っているのである｡ この点からも､MG合金における

｢要素技術開発力｣強化の必要性を指摘しておかなければならないであろう｡

(2)経済的条件における補完性と代替性

① 需要量

(イ)AL合金

A.日本の自動車関連総需要量 ;約127トン (2001年現在)(il:･1)

B.日本の自動車における材料構成シェア ;7.3% (1996年現在)(図表 Ⅰ-4-4参照)

(ロ)MG合金 (ii･'･2)

世界主要10社合計需要量 ;45,150トン (1997年現在)(図表Ⅰ-4-5参照)(注3)

(参 コスト (圧延材価格差)

(イ)板材

MG合金 ;対AL合金比10-20倍 催 4)

(ロ)棒材

MG合金 ;1kg700-750円 (対AL合金比約2倍)(17･'･5)

(3)用途開発における補完性と代替性 - MG合意開発の方向性

最後に両者の用途開発に関する現状と今後の可能性を明らかにした上で､両者の補完性と代替性を探ってみ

よう｡

① AL合金及びMG合金の開発状況

(イ)AL合金を使用した部品 (注6)

A.現状

a.エンジン

b.ドライブトレイン

C.熱交換器

d.ホイール

e.バンパーリンフォースメントetc

B.今後 (可能性)

a.クロージャ-パネル (フード､ ドアetc)

b.スペースフレームetc

(ロ)MG合金を使用した部品(注 7)

A.現状

a.インナーパネル

b.ステアリング･ロック･ハウジングetc

B.今後 (可能性)

a.ステアリング･ホイール

b.シリンダ一 ･ヘッドカバーetc
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図表 ト 4-1 マグネシウムと他金属の物理的及び機械的性質

金属名 原子量 比重 融点 沸点 溶融潜熱 比熱 線膨張係数
(g/cni) (K) (K) (KJ/kg) (J/kg.K) (1d3/K)

マグネシウム 24.305 1.74 923 1,376 372.90 1,022 26.0

アルミニウム 26.98154 2.70 933 2.750 396.84 900 23.5

秩 55.847 7.87 1,809 3,160 272 444 12.1

鍋 63.546 8.99 1,356 2,855 - 385 17.0

亜鉛 65.38 -7.1'3 693 1,179 - 383 31.0

チタン 47.90 4.54 1,941 3,535 - 519 8.9

(出所)時末 光 ｢最近のマグネシウム合金の現状 (日本マグネシウム協会 ｢マグネシウムダイカスト チクソ技術テキスト｣〔1998年10別 )p.2より｡

(出所)姥名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣【地域活性化ジャーナル4号]p.6より｡

図表 Ⅰ-4-2 マグネシウム合金､アルミニウム合金及び鋼の強度比較

性質 マグネシウム合金 アルミニウム合金 鍋
AZ80 AZ92-T6 2017 AC6A-T6 ステンレス鋼 鋳鋼

比重 1.80 1.82 2.79 2.77 8.02 7,84

引張強さ (Nmm2) 343 274 421 264 1196 617

耐力 (Nmm2) 235 156 274 166 1058 412

伸び (%) 7 2 22 4 j5 25

比引張強さ (Nmm2) 190 151 151 95 149 78

※比強度はそれぞれの強度を比重で割った億

(出所)諸住正太郎 ｢マグネシウム読本｣p.5より

(出所)蛇名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣【地域活性化ジャーナル4号】p.7より｡

図表 ト4-3 純マグネシウムの科学的物資に対する耐食性

耐食性良好 アルカリ性薬品 (苛性ソーダ､アンモニア水､炭酸ナ トリウムなど)､鉱物油､動植物油､フッ化水素酸､
フッ化物､クロム酸､シアン化物､酸素ガス､水素ガス､一酸化炭素ガス､蒸留水､中性有機化合物

耐食性不良 無機酸 (硝酸､塩酸､硫酸など)､有機酸類 (酢酸､酒石酸､クエン酸など)､ハロゲン化物､塩化物､硫

(出所)暗末 光 ｢最近のマグネシウム合金の現状｣(日本マグネシウム協会 ｢マグネシウムダイカスト･チクソ技術テキスト｣【1998年10月】)p.3より｡

(出所)蝦名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化にする研究｣【地域活性化ジャーナル4号]p.6より｡

図表 Ⅰ-4-4 日本の自動車1台当たりのアルミ使用量と使用比率の推移
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(出所)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 r自

動車アルミ化j

lURL;http:www.keikyo-unet.ocn.ne,jp/] ･

I｢アルミ需要動向｣･ (日本 :自動車の

アルミ化の現状と今後) ･く図 日本の自

動車1台当たりのアルミ使用量と使用比率の

推移)1/1より｡



図表 Ⅰ-4-5主要自動車メーカ ･車種 ･地域 (アジア)のマグネシウム合金使用比較

自動車メーカー マグネシウム需要量 (トン)

1.Ford 17,500

2.GeneraIMotors 9,400

3.Chryster 7,050

4.Toyota 4,200

5.Merce.des 2,700

6.Audi 1,600

7.Volkswage∩ 1,250
8.BMW 700

9.Fiat -500

10.Porche 250

GMフルサイズバン

GMミニバンGMミニバン

Chrysler
FordL.トラック

V.W.

Audi

MercedesMercedes

Fiat

SavanaaExpress
SafarJ&Astro

BuJckParkAvenue

ミニバン

F-150

Passat

A4&A6

SLKSL

AlfaRpmeo156

～26k9

-17kg

9.5kg

6kg

～1.5kg

～14.5kg～14.5kg

7.7kg

17120kg

9.3kg

NorskHydro資料

NorskHydro資料

[1]1997年マグネシウムダイカスト部品利用自動車メーカー [2]マグネシウムの使用量の多い車種例 (kg/台)
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【3]アジアにおける自動車部晶の採用例

(出所)井藤忠男 ｢ダイカス ト･チクソ成形におけるマグネシウム部品の現状｣(日本マグネシウム協会 ｢'99マグネシウムマニュアル｣)p.138-139より｡

(出所)姥名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣〔地域活性化ジャーナル4号]p.10より｡

図表 ト4-6 鋼･AL･MG･チタンの機械的･経済的比較

[1] 強度､剛性の比較 [2] 材料費当たりの強度､剛性の比較
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(出所)近田敏弘 ｢自動車部品のマグネ合金事情｣(r機械技術J 【2000年10月号]P.35より)
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(む MG合金開発の方向

上記 4-(1)の物理的 ･機械的特性におけるALとMGとの比較を､同じく4-(2)の経済的条件におけ

るAL合金とMG合金との比較にオーバーラップさせてみると､MG合金開発の方向性が浮かび上がってくる｡

そのことを説明するために､物理的 ･機械的特性論と経済的条件論をクロスオーバーさせてみよう (注 8)｡

図表 Ⅰ -4-6-【1】は､鋼､AL､MG及びチタンの円柱梁の曲げを想定した際の ｢等強度｣(強度が等しくなる断面

積)及び ｢等剛性｣(剛性が等しくなる断面積)を比較したものである｡ 前述したようにマグネシウムは比剛

性に優れているが､そのことはこの図でも明瞭に示されている｡つまり､機械的特性に関する限り､MG合金

は､剛性設計部品に対しては鋼は無論のことAL合金に対しても圧倒的に優位性を発揮し得るのである｡

ところがコス ト要因を入れるとこの状況は一変する｡ 図表 ト4-6-【21は､図表 Ⅰ-4-6-【1】における ｢等強度｣及

び ｢等剛性｣を各材料コス トで険し上記金属の ｢コス ト性能性｣(いわゆる ｢コスト･パーフォーマンス｣)を

比較したものである｡その結果MG合金は､鋼及びAk合金に対して材料コス トが高いために､同じ強度 ･剛

性を得ようとすると､銅は無論のことAL合金に対しても圧倒的に不利な立場に置かれることになる｡

以上は､MG合金が少なくともAL合金に代替するためには､その材料コス トがAL合金の1.5倍以下に低下す

る必要があるということを示唆している｡ 従ってMG合金における ｢要素開発｣上のターゲットはこの点を如

何に突破するのかということに置かれなければならない｡

その点で注目しなければならないのは､上記のAL合金とMG合金における圧延材価格差が棒材の場合には

既に2倍以下に縮小し始めているという事実である｡ そのことは､主として鋳造技術を用いての自動車部品開

発がMG合金 ｢要素開発｣におけるブレークスルーの役割を担い始めているということを示唆していよう(注9)0

さらにMG合金の圧延板材に関しても､プレス成形技術による用途開発の進展を背景にして､次第に価格引き

下げの方向に向かいつつあるようだ (注10)｡従ってこうした鋳造技術やプレス成形技術による用途開発の進展

如何が､自動車や情報機器などに対するMG合金開発の成否を振っていると云えよう｡

(注 1)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動車アルミ化』･Ⅱ ｢アルミ需要動向｣･<日本 :自動車のア

ルミ化の現状と今後> ･≪日本における自動車分野のアルミ需要≫1/1より｡

(注 2)なお､世界の自動車メーカの中の大口のマグネシウム合金使用状況をみると､ トヨタ自動車は年間約

5,000トン､フォルクスワーゲン (カッセル工場)もまた年間5,000トン使用しているとのことである

(小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣『工業材料』[2002年8月号])p.30より｡)さらに今後､欧

米を中心に自動車産業におけるマグネシウム合金利用は大幅に進展する可能性があることにも注意を

払っておかなければならない｡例えば､ヨーロッパではフォルクスワーゲンとアウディを中心にして

マグネシウム合金利用量は10年後には現在の5倍に増加すると予測されており (図表Ⅰ-4-7-【1】参照)､

またアメリカでも自動車におけるマグネシウム合金利用率は現在の0.02-0.03%から2020年には4%に迄

上昇すると予測されている (図表 Ⅰ-4-7-【21参照)｡

(注 3)なお､世界のマグネシウム地金の需要状況は図表 ト4-8の通りである｡ 他方世界のマグネシウムの供給

状況をみると､主要生産国は中国 ･カナダであり (図表 Ⅰ -4-9参照)さらに世界のマグネシウム精錬

メーカーは図表 Ⅰ-4-10の通りである｡また日本の需給状況をみると､需要は図表Ⅰ-4-111[1]の通りであ

り､それに対する供給はその殆どが中国に負っている (図表 Ⅰ -4-ll-【21参照)0 (なお､中国のマグネ

シウム製錬技術はその殆どがピジョン法である【図表 Ⅰ-4-10参照】)
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(注 4)地名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣[地域活性化ジャーナル4号]p.14及びp.20<注

40>より｡ なお､MG合金の圧延板材 (0.8m)は1kg当たり3,000-3,500円とされている｡ これに対 し

てAL合金の場合は1kg当たり200～300円だとされている｡

(注 5)東京ロス トワックス社ヒヤリング調査 (2003年 2月12日)より｡

(注 6)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動車アルミ化』

[URL;httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.iD/]･Ⅰ｢アルミ化の目的と効果｣･｢自動車のアルミ化の現

状 と今後｣1/2より｡ なお､アルミニウム合金板材については､自動車のボディパネル､フロア材やケ

ース等に使用されつつあるとされる｡例えば自動車のパネルに実用化されているものとしては､アウデ

ィA8､GMキャディラック､フォー ドリンカーン､日産セ ドリックなどの高級車や トヨタスープラ､ホ

ンダNSXなどのスポーティカー､また最近では､アウディA2､フォルクスワーゲン3Lルポ､ホンダイ

ンサイトなどの低燃費車があるとされる (横井健夫 ｢自動車アルミニウム合金板材の開発状況と今後の

課題｣より)｡ さらに独Audi社と英Jaguar社は､ユーザーの安全性 ･快適性 ･性能向上要求に応えるた

めに､自動車の重量が年間20kgづつ重くなっている状態を抜本的に解決すべ く､アルミ合金を使ってボ

ディーの本格的な軽量化に乗 り出しているとされる｡ (なおAudi社の調査によれば､車両重量増加分の

57%は車体部分で生じているとされる｡)まずAudi社はA8の車体構造をASF(AudiSpaceFrame)を

用いることによって軽量化に成功 したとされる｡ またJaguar社 も軽量化についてアルミのモノコック

構造を採用した事体軽量化に成功を収めたとされる｡その結果､両社 とも約200kg､車両重量の約10%

の軽量化効果を発揮することができ､10-15%の燃費向上を可能にしたとされる (鶴原書郎 ｢これから

の高級車はアルミボディー ?｣[D&M]2003年 1月 [NO.580]p.45-48より)｡さらに日本でも､ホン

ダ､富士通､マツダ､三菱自動車､ヤマハ発動機など自動車メーカーが足回り部品､バンパや ドアの補

強材､エンジンフー ドや トランスカバーなどの分野で発注し始めており､その結果自動車用アルミ板材

の需要は､2003年には月3200トン程度であるが､2007年には月12000トンに迄大幅に拡大すると見込ま

れている (朝日新聞2003年 8月18日より)｡

(注 7)蛇名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣[地域活性化ジャーナル4号]<2-(3)-A.自動車>

p.8-13より｡なお､世界のマグネシウム自動車部品例は図表1-4-12通 りであり､また日本のマグネシ

ウム自動車部品例は図表1-4-13の通 りである｡ さらに､欧米では自動車部品におけるマグネシウム合金

利用が次第に活発化してきていることも見落とせない｡とくに､日本ではまだ実現 していないインス

ツルメントパネルや トランスミッションハウジングをはじめ､日本でも一部使用され始めたシー トフ

レーム部品など大型の部品がマグネ化されているとされる (小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣

(『工業材料』[2002年8月号])p.26参照)0

(注 8)近田敏弘 ｢自動車部品のマグネシウム合金化事情｣ (『機械技術』[2000年10月号])p.34-35参照｡

(注 9)例えば精密鋳造部品メーカーである東京ロストワックス社は､ロス トワックス法によるマグネシウム

合金の鋳造技術を確立している (東京ロス トワックス社ヒヤリング調査 [2003年 2月12日])｡なお､

鋳造技術による用途開発の面でも進展がみられる｡例えば､長岡技術大学の小島陽教授 らはやはり鋳

造法で複雑な形状を持つ変速機収納ケースをマグネシウム合金を使って開発 したとされる (日本経済

新聞2003年2月14日)0

(注10)プレス成形法に関しても､住友金属のステンレス加工子会社である住友金属直江津は､圧延板の量産

化技術を確立し､圧延板材価格を5,000-8,000円程度 (1kg当たり)から3,000円程度 (同)に引き下
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げることを可能にしたとされる (日本経済新聞2003年 2月25日より)｡こうした圧延材の量産化技術発

展の背景には､プレス成形技術の発展やそれを用いた用途開発の進展がある｡例えば､ツバメックス

社 を中心 とした産学官連合グループは､マグネシウム合金板のプレス成形技術を確立し､歩留まり率

(利用率)を現在の 5-6割から9割に迄引き上げることに成功した結果､プレス成形法による量産化

の可能性に途を開いたと伝えられる (日本経済新聞2003年 3月12日より)｡さらに､やはりツバメック

ス社をはじめとする燕 ･三条地域のプレス加工関連企業5社は共同で､プレス成形法としては全国初の

量産化体制を確立しようとしている｡すなわち5社グループは､IP電話を使った ｢防災情報連絡システ

ム｣に係わる装置本体用ケースを2003年4月から2万セット (初年度)生産する計画であると伝えら

れる (日本経済新開2003年 4月 8日より)0 (なお､全国的にもプレス成形法による量産化の動きが広

が り始めている｡例えば､大同特殊鋼 と日本金属は共同でマグネシウム合金の量産化に乗 り出したと

とされる｡ 両社は､電子機器向け需要の増大に対応するために､大同特殊鋼の星崎工場 (名古屋市)

に30億円を投 じて世界最薄の0.1-0.3ミリメー トルのマグネシウム合金 [コイル]の生産体制を整え

2003年12月にも月産15トンの規模で生産を開始する予定だとされる [日本経済新聞2003年 6月3日よ

り]｡)ツバメックスはまた､サンライス工業 (糸魚川市)､不二越 (富山県滑川市)などと共同で長岡

技術科学大学と提携 し､マグネシウム合金大型板材のプレス成型金型に関する研究を始めたとされる

(新潟日報2003年11月 8日より)｡さらにマグネシウム合金の精密プレス加工技術にも注目しなければ

ならない｡見附市の金属加工メーカーであるモリテックは､東北パイオニア社 (山形県) と共同で､

スピーカーに使 う0.05ミリの超薄型マグネシウム振動板を世界で初めて開発 したと伝えられる (新潟

日報2003年 7月16日より)｡さらにモリテックはその後､ヤマハのスピーカー用向けにこのマグネシウ

ム振動板の生産を始めたとされる (日本経済新聞2003年11月 5日より)｡この他機械工具の相場産業

(三条市)は､歯科専門の明倫短期大学､県央地域地場産業振興センターと共同で､マグネシウムを使

った携帯型の軽量歯科治療用イスを開発 したとされる (日本経済新聞2003年10月22日より)0

5.軽量金属開発とLCAソフト

AL合金及びMG合金開発における以上の三点に亘る補完性 ･代替性を定量的に明らかにするためには､以

下で述べるLCAソフ トの導入が必要である｡ 第 Ⅱ部で詳論するように､軽量金属複合型 ｢要素開発｣にとっ

てLCAソフトは不可欠であると考えられるからだ｡

(1)LCA(LifeCycleAssessment)コンセプ トについて

① LCAとは何か

一般的なケースとしては､素材 ･材料 ･資材調達､生産 ･加工 ･組み立て､販売 ･配送､消費 ･廃棄に至る

製品の全ライフサイクルに関する環境負荷事前評価及びチェックを目的とするコンセプ トである (注1)｡

自動車のケースとしては､素材 ･材料生産､車の製造 ･組み立て､走行時の燃料消費､廃車､リサイクルに

至る自動車のライフサイクル全般に亘るエネルギー消費及び環境負荷についての事前評価及びチェックを目的

とするコンセプ トである (往 2)0
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図表 Ⅰ-4-7

[1]マグネ化可能な自動車部品 (フォルクスワーゲン･アウディーのケース)

部 品 名 VW,Audi 5年以内での 5年以上での 10年以上での
でのマグネ化部品 マグネ化の可能性 マグネ化の可能性 マグネ化の可能性

1.駆動部晶系トランスミッション.ハウジング ○ ○○ ○

インテークマニホールド ○

シリンダーヘッド.カバーサポート ○18オイルポンプ.ハウジングクランクケース ○6.-ll重量小計 (kg) 14-20

2.内装部品名ハンドル芯 ○ ○ ○ 0

ペダルブラケット ○

ハンドルコラム部品前後シート部品 ○○その他部品 ○

重量小計 (k9) 4 8-12 2-4

3.ボディ部品系トランクリッド部品ドア (インナー)鋳物インスツルメントパネル.クロスバービームM9板用途 (内装/外装)■ ○○3 ○20-34 ○ ○
M9押出用途 ○ ○

重量小計 (kg) 8-12 15-20

4.シャシー部品系エンジンクレードル/サブフレーム車輪 0 0 ○4-6 ○

サスペンションアーム (フロント､リア-) ○

重量小計 (k9) 30-34

合 計 (kg) 25 34-57 28-42 45-54

出典 :MetalBu"etinMonthly/LightMeta一sSupplement2002年5月号､10-12

[2]米国の自動車に使用される材料構成比較推移

材 料 名 2001年 2020年

鉄鋼 64% 55%

アルミニウム 8% 12%

ゴム 4% 4%

プラスチック 8% 10%

流体や潤滑剤 6% 6%

マグネシウム 0.02-0.03% 4%

その他 9.97-9.98% 9%

(出所)小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣(r工業材料｣【2002年8月号】)p.30-31より｡
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図表 ト 4-8 世界のマグネシウム需要動向

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 前年比(%) 01/96(%)

アルミ合金用 138,200 146,150 154,400 159,800 165,100 142,810 86.5 103.3

ノジュラー鋳鉄用 12,500 ll,750 ll,300 8,900 8,800 3,910 44.4 31.3

鉄鋼脱硫用 39,600 47,950 48,200 41,700 51,600 41,940 81.3 105.9

金属還元用 5,000 5,000 4,900 2.400 3,600 3,820 1_06.1 76.4

電気化学用 9,600- 8,900 10,000 ll,200 7,500 8,620 ll_4.9 89.8

化学用 6,900 6,700 6,800 5,200 6,000 5,200 86.7 75.4

ダイカス ト用 72,300 ~95,300 110,100 133,400 110,700 108,630 98.1 150.2

鋳造用 2,400 2,100 2,600 2,000 2,200 1,660 75.5 69.2

屈伸用 4,000 3,500 4,500 4,100 3,400 1,400 41.2 35.0

その他用 4,900 6,350 7,500 6,800 8,000 ll,490 143.6 234.5

合計 295,400 333,700 360,300 375,500 366,900 329,480 89.8 111.5

自由世界における分野別マグネシウム地金需要量推移 (単位:t)

(出所)小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣(r工業材料｣【2002年8月号])p.26より

図表 Ⅰ-4-9 世界のマグネシウム供給

[1]世界のマグネシウム生産

国 年 1996 1997 1998 1999 2000 2001 01/00(%)

米国 133 125 106 80 32 30 93.8

ブラジル 9 9 9 9 9 9 100

カナダ 54 58 77 71 80 100 125

中国 50 92 67 83 140 195 139.3

フランス 14 12 14 14 14 7 0
イスラエル - 8 15 25 34 30 88.2

カザフスタン - 9 9 10 10 10 100

ノルウェー 30 28 28 28 35 30 85.7

ロシア 35 40 42 35 45 50 111.1

ユーゴスラビア 3 ー3 1 1 1 1 100

ウクライナ 13 10 1 1 - - -

出典 :米国資料をもとに､日本マグネシウム協会推計
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【2]世界 (除ロシア ･中国)

におけるマグネシウム

生産能力 -2002年
(単位 :1,000t)

施 設 名 生産能力

マグコープ 45

ノラング 63

テイミンコ 7

ノルスク 45

(北米合計) (160)

プラズマグ 10

デッド.シー 30

(その他の合計) (40)



図表 ト 410 世界のマグネシウム製錬メーカー

地域 所在地 能力(MT/Y) 製法 備考

北 米 U.S.Magnesium RowJey,Utah 45,000 電解法 旧Magcorpo

Magcan Calgary I:/ プロジェクト休止中o

NonhwestAloloys Addy,Washington マグネテルム法 2001年10月電力問題により休止o

NorskCanada Becancour,Quebec 48,000 電解法 Non〟ay休止に伴い､能力アップo

Noranda Thetford,Ontario 20,000 〟 2000年9月稼動oフルの生産能力63,000MTo

Timminco Ha"ey,OntarJo 7,000 ピジョン法

欧 州 NorskNorway Porsgunn 電解法 2002年2月製錬を休止o再溶解による合金生産o能力20,000MTo

Pechiney France マグネテルム法 2001年6月休止o

その他旧自由圏 AMC Australia 0 電解法 2005年完成予定o能力6,000MTo

DeadSeaMagnesiuh Israel 30,000 J57

Brasmag Brazi一 10,000 ピジョン法

Others 1,200 イレド

旧自由圏計 161,200

CJS/ユーゴスラビア Ka山sh Ukraine 25,000 電解法

SoHkamsk Russia 18,000 〟

Avisma Russia 18,000 〟

Others 22,500 一ク

中 国 NanjingUbeMagnesium 江森省 ピジョン法 製錬休止中o合金専用工場o

Jishan 山西省 20,000 〟

WenxiYinguang 〟 20,000 //

Yie-Wei 〟 20,000 /r

Ton9Xlan 一ク 25,000 〟

RenXlng 〟 15,000 //

NingxiaHuayuan 〟 15,000 〟

JingWang~ 〟 10,000 〟

Others 175,000 予想値 (実態掌握困難)o

旧共産圏計 383,500

世界合計 544,700

(出所)上田由高 ｢マグネシウムの応用と需給動向｣p.6より｡
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図 Ⅰ-4-11 日本のマグネシウム需給状況

[1]日本のマグネシウム需要動向
(単位 :MT)

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002推定 構成比 (%)1996 2002

アルミ合金 21,718 21,951 19,707 20,809 20,695 18,379 18,goo 76.6 61.9

ノジュラー鋳鉄 1,630 1,659 1,375 1,569 1,522 1,440 1,400 5.8 4.6

金属製錬 250 0.8

ダイカス ト 2,120 2,602 2,733 2,897 4,358 4,029 6,500 7.5 21.7

鋳物 188 228 196 234 248 241 250 0.7 0.9

化学/防食/その他 2,665 2,647 3,163 3,952 4,392 3,354 3,000 9.4 10.0

合 計 28,321 29,087 27,174 29,461 31,215 27,443 29,900

[2] 日本のマグネシウム供給
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(出所)上田由高 ｢マグネシウムの応用と需給動向｣p.8-9より
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図表 ト4-12 全世界での用途別マグネシウム自動車部品例

ボ デ ー エンジン 篤区 動 シャン-

シー トフレーム シリンダーヘッドカバー トランスファーケース ロー ドホイール

インスツルメントパネル オイルポンプハウジング MTハウジング ステアリング芯金

ドアメカニズムハウジング オイルフィルタアダプタ ATステータ ステア リングコラム部品

ウインドモータハウジング エンジンオイルパン ATサイ ドカバー ブレーキ/

ラジオアンプハウジング インテークマニホール ド ATハウジング クラッチペダルブラケット

シー トモータハウジング EGRシステムバルブカバー ATピス トン ABSマウン トブラケッ ト

ミラーブラケットヘッドライ トリテーナシー トベル ト部品サンルーフフレームウインドシール ドアームコンパーチルツトップフレームエアバックハウジングフューエルタンクカバードアインナー ターボチャージャ部品スロットルボディスタータハウジングオルタネータ/エアコンブラケット ギアシフ トハウジング

(出所)近田敏弘 ｢自動車部晶のマグネ化事情｣(r機械技術日 2000年10月号】)p.35より

図表Ⅰ-4-13 日本のマグネシウム製自動車部品例 (推定含む)

部 品 名 使用自動車メーカー

ステアリングコラム .ロックハウジング トヨタ､日産､ホンダ

ステアリングコラム トヨタ､日産､三菱､スズキ､ダイハツ､ホンダ

シリンダーヘッド.カバー トヨタ､ダイハツ､スズキ､ホンダ

エンジン .カムカバー いすゞ

ブレーキペダル .サポー ト トヨタ

インテークマニホール ド ホンダ技研

ホイール レイズエンジニアリング､ウエツズ､鍛栄舎､レーシングサービス .ワタナベ

オイルパン ホンダ

電子制御部品ケース ホンダ

シー トフレーム トヨタ

シー トベースプレ- ト 日産

オーディオパネル トヨタ

エアーバッグ .プレー ト トヨタ

(出所)小原 久 ｢マグネシウム合金の市場動向｣(r=業材料j2000年8月号)p.26より
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② 自動車の軽量化とLCA効果

そこで自動車の軽量化とLCA効果について

検討しておこう｡

(イ)軽量化一般モデル

この場合には､上述したように (1-【2】-

①参照)､軽量化100kgにつき燃費向上率

0.6リットル (100km走行ケース)と想定さ

れている｡

(ロ)AL車ケース

それに対してAL合金を使用した車すな

わちAL車の場合には､例えばアルミ材

40%使用ケースで､走行距離1万メートル

以上でCO2排出量低減効果が発揮される

と測定されている (図表Ⅰ-5-1参照)0

(ハ)複合軽量金属車ケース

これに対 して､AL合金とMG合金を含

めて軽量金属を複合的に素材 ･材料 とし

て用いた場合- すなわちモジュール化し

て用いた場合 (例えば図表1-5-2の場合)

- はどうか｡この場合には上記のCO2排

出量低減効果は一層高まることが期待さ

れるが､残念ながら現在のところそれを

シュミレー トするLCAソフトが開発され

図表 Ⅰ-5-1 LCAソフトによるAL車の燃料向上効果測定

25,000

20,000

6
g
＼
咽

FR
鼓

N
O
O

00
.
051

0000
.

1

- .S- U+ Al~亡一A辛LS車車A車::ミリサイク)材50%使用図3.アル

0 2 4 6 8 10

(製造時) 走行距離/万km

(出所)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 r自動車アルミ化｣

[URL:htt:www.keikyoIUnet.OCn.ne./】･Ⅴ｢アルミ化とLCA｣ ･(1.

軽量化とLCA) ･く自動車のアルミ化の現状と今後)2/2及び く図3 アル

ミリサイクル材50%使用)1/1より｡

ていない｡ このことは､日本では ｢要素

技術開発｣が未だ本格化するには至っていないということを物語っていよう｡

(2)モジュール型LCAソフト開発の必要性と可能性

従って､上記のようなモジュール型の複合軽量金属素材 ･材料を使用した部品及び製品開発のためのLCA

ソフト開発の必要性は極めて大きいと云えよう｡ またこうしたLCAソフト開発によって､部品 ･製品製造に

おいて素材 ･材料としてAL合金及びMG合金を複合的に使用する途もまた開けるものと想定される｡要する

に､｢要素開発｣を本格化するためには､それを支えるLCAソフトの本格的な開発もまた必要とされているの

である｡

そこで以下ではLCAソフト開発とくにモジュール型ソフト開発の取り組みと課題について取り上げてみよ

う｡

(D LCAソフト開発の取り組み

(イ)政府レベル

まず政府レベルでは､(財)産業環境管理協会における ｢JEMAI-LCA｣が挙げられる (注 3)｡JEMAI-

LCAは｢製品の環境負荷を定量的に把握し評価するLCA手法の実施を支援するPCソフト｣だとされる('ii:I4)0

-18-



ソフトウエア機能としては､それは､(イ)目的及び調査範囲の設定､(ロ)インベントリー分析､(ハ)

インパクト評価､(ニ)報告書作成支援- から成り立っているが､そのうちとくに重要なのはインパクト

評価である｡インパクト評価は､さらに必須要素と付加的要素とからなるが､そのうち必須要素はISO国

際規格であるISO14040シリーズに準拠しているために､JEMALLCAは､国際的LCAという性格を付与さ

れ得るからだ (注5)0

(ロ)企業レベル

企業レベルでは､例えばトヨタ ･エコリサーチ社の取 り組みが注目されよう (注6)｡エコ ･リサーチ社

は､2001年3月にトヨタ自動車が日立製作所などと共同で化学物質管理サービスを行うために設立したも

のである (注7)｡同社は､化学物質の排出量を測定し管理するために材料使用量や製造工程におけるデー

タチェックをインターネットを使って行っており､その意味で同社の事業はLCAソフト支援事業である

と云えよう (注8)0

② ネットワークシステムとしてのLCAソフト開発の必要性

ところで､｢要素開発｣とりわけ複合軽量金属素材開発にとって不可欠なのはパーツ ･サプライヤーによる

LCAソフト開発への取 り組みである｡だが､パーツ ･サプライヤーは中小企業を主体としているために単独

での取 り組みは極めて困難かつ不利である｡ そこでパーツ ･サプライヤーがLCAソフト開発に積極的に取 り

組むためには､ネットワーク型の開発が必要となる｡この場合三つのケースが考えられる｡一つはアセンブラ

ー主導のネットワークに参入するケースである｡二つには共通ネットワークシステムを活用する場合である｡

三つには集積地域間ネットワークを形成することである｡

(イ)アセンブラ一別ネットワークシステム活用型開発

アセンブラー主導のLCAネットワークとしては､例えば ホンダのLCAカー ･システムが挙げられる

(注9)｡しかしながらこうしたアセンブラー主導のLCAネットワークは､往々にしてネットワークシステ

ム自体がVPN (VirticalPrivateNetwork)という性格を色濃く保持しているために､パーツ ･サプライ

ヤー間の ｢イコール ･パートナーシップ｣型のネットワークを形成する-すなわち水平的なネットワーク

を形成する- というパーツ ･サプライヤーが志向する方向とは異なる方向に向かう可能性を学んでいる

ということを否めない｡

(ロ)｢共通ネットワークシステム｣活用型開発

そこで次に登場してくるのがパーツ ･サプライヤーとアセンブラーが ｢共通ネットワークシステム｣を

形成することによって ｢イコール ･パー トナーシップ｣の下でLCAソフト開発に取 り組むという方式で

ある｡ すなわち日本の自動車産業における共通ネットワークシステムであるJNXを活用してLCAソフト

開発に挑むという試みである｡

この場合､JNXがGNXとりわけA-NXの一環をなしている､あるいはその可能性を秘めているという点

が重要である｡ 何故ならばそれによってパーツ ･サプライヤーのLCAネットワークもまたボーダレス化

する可能性を付与されるからである｡

但しこの場合にはJNXにおける共通ASP機能の一環として- すなわちJNXクロスオーバー型として-

LCAソフト開発が進められる必要がある｡すなわち､業務アプリケーションの共通化つまりCASP

(CommonApplicationServiceProvider)と業務アプリケーションとしてのLCAソフトの共同開発とい

う二つの機能がJNXに付与される必要があるという訳だ 恥 10)0

前者すなわち共通業務アプリケーションづくりに関しては､JNXは既にCAI(CommonApplicatin

-19-



Infrastructure)に取 り組んでいるが ('ii･'･11)､後者つまりLCAソフトの共同開発については今後の課題と

されている｡この点に関しては､共同開発のための基盤を如何に形成するのかが重要である｡

なお､｢共通ネットワークシステム｣活用型開発論に関しては､第Ⅱ部で詳論する｡

(ハ)集積地域ネットワークによる共同開発

そこで検討されなければならないのが､集積地域間のコラボレーションによるLCAソフトの共同開発

である. この場合には､まず集積地域の ｢環境競争力｣強化 (tli･:12)がコラボレーションの目的とされなけ

ればならない｡そうした目的を達成するコラボレーションとしては､自動車製造のビジネス ･プロセス ･

ネットワークにおける三つの重要な集積地域のコラボレーションすなわち金属加工集積 (cf.新潟)- 自

動車部品集積 (cf.浜松)- 車体組み立て集積 (cf.愛知)という組み合わせが最適であると考えられるO

そしてこうしたコラボレーションが上記のJNXにおける業務アプリケーション共通化の試みとクロスオー

バーするならば､それは､否応なく二つの機能- すなわちCAIづくりとLCAソフト開発一 における相乗

効果の発揮に繋がるがだけではなく､前述したJNX自体が持つボーダレス ･ネットワークとしての性格か

ら自ずからボーダレス ･コラボレーションー この場合ボーダレス ･コラボレーションはさし当たっては

北東アジアにおけるそれから出発することになるが- へと発展する可能性を秘めているのである (注13).

云うまでもなくそれは､JNX版 ｢北東アジアLCAネットワーク｣の形成に他ならないのである (注14)｡

(注 1)永田勝也 ｢環境に配慮した製品設計はいかに行われているか- リサイクルとライフサイクルアセスメ･

ントの展開-｣[URL;httD://web.sci.waseda.ac.1'D/iournal/voll/no3/nagata/kouen-1.htm]

<3.LCAの進捗状況の概要 と課題 一 特に総合評価に注 目して - >及び(財)産業環境管理協会<

JEMAI-LCA> [URL;httD･.//www.iemai.or.1'T)/lca/]参照.

(注 2)日本アルミニウム協会 ･自動車委員会 『自動車アルミ化』

[URL',httl)://www.keikvo-unet.ocn.ne.1b/]･Ⅴ｢アルミ化とLCA｣<1.軽量化とLCA>1/2より.

(注 3)(財)産業環境管理協会<JEMAI-LCA> [URL;http://www.iemai.or.ip/lca/1を参照のこと｡

(注 4)(財)産業環境管理協会<JEMALLCA> [URL;httD://www.1'emai.or.1'T)/lea/]･｢ライフサイクルア

セスメント実施ソフトウエア｣1/2より｡

(注 5)(財)産業環境管理協会<JEMAI-LCA> [URL;httl)://www･iemaLor.it)/lca/]･｢ライフサイクルア

セスメント実施ソフトウエア｣及び ｢LCAの実施｣より.0

(注 6)日本経済新聞 (2001.06.05)を参照のこと｡

(注 7)同上｡

(注 8)同上｡

(注 9)本報告書第Ⅱ部･図表 Ⅱ 46(p.58)を参照のこと｡

(注10)この点については､本報告書第Ⅱ部第4章 (p.51-72)を参照のこと｡

(注11)同上第Ⅱ部第3章第4節 (p.36)を参照のこと｡

(注12)｢環境競争力｣については､地名保彦 ｢『ボーダレス経営』を巡る論点整理｣(【新潟経営大学 ･共同研

究 『アジア企業進出を巡る問題点と課題一 新潟県中越集積企業の ｢ボーダレス経営｣研究-』[2003

年11月]p.176-177

[URL;httl)://www.with-online.com/vasuhiko/kenkvuO21203.htm]を参照のこと｡
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(注13)ボーダレス ･ネットワークは､単にコラボレーションのボーダレス化に寄与するだけではなく､ユー

ザーを国内だけではなくボーダレスに獲得することにも繋がるということを見逃してほならないで あ

ろう｡

(注14)｢北東アジアLCAネットワーク｣論はこの地域における ｢軍民転換｣論とも関わっているが､この間

題は別途研究される必要があろう｡
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第Ⅱ部

｢自動車産業における環境規制と

『共通ネットワークシステム』
- JNXクロスオーバー型LCAソフト問発の意義 -｣



はじめに

第Ⅱ部 ｢自動車産業における環境規制と

『共通ネットワークシステム』

-JNXクロスオーバー型LCAソフト開発の意義 -

蛇 名 保 彦
(新潟経営大学教授)

本稿が解明すべき課題は二つである｡ 一つは､｢共通ネットワークシステム｣が自動車産業において如何な

る意義を有しているのかという点を､LCAコンセプトと情報ネットワークシステムの ｢融合｣という観点に

立って明らかにすることである｡ 二つには､上記の融合において ｢共通ネットワークシステム｣としてのJNX

は如何なる役割を果たし得るのかという点を明らかにすることである0

まず前者について｡この間題は､業務アプリケーションの共通化論及び高度化論と深 く関わっている｡その

理由は次の二点である. 第-に､業務アプリケーションの共通化は ｢共通ネットワークシステム｣の展開にと

って不可欠であるからだ｡｢共通ネットワークシステム｣はそもそも二つの側面- すなわちネットワークの共

通化と業務アプリケーションシステムの共通化という二つの側面一 を持っているが､筆者は､後者すなわち

業務アプリケーションの共通化が ｢共通ネットワークシステム｣の成否を左右するという認識を抱いている｡

第二に､JNXクロスオーバー型LCAソフト開発は業務アプリケーションの高度化と表裏の関係にあるからだ｡

何故か｡それは､LCAコンセプトとJNXとの融合は業務アプリケーションの高度化に他ならないからである｡

つまり､JNXクロスオーバー型LCAソフトとは､JNXにおける業務アプリケーションの共通化 ･高度化の結

集として生み出される業務アプリケーションの一つとみなすことができるということである｡か くして､

LCAソフトを業務アプリケーションの一つとすることによって自動車産業における ｢共通ネットワークシス

テム｣の意義は飛躍的に高まることになるのだ｡

次に後者つまり環境規制強化対策の一環としてのLCAソフト開発においてJNXが果たす役割についてはど

うか｡この場合はJNXの戦略性を考慮しなければならない｡すなわち､JNXの基盤をなす自動車産業が有する

産業連関性からみても､｢共通ネットワークシステム｣はグローバルであると同時にクロスインダス トリー的

性格一産業横断的な性格-をも付与されている｡そこで､JNXクロスオーバー型LCAソフト開発は､業務ア

プリケーションの共通化 ･高度化だけではなくJNXのクロスインダス トリー的展開-それは ｢共通ネットワー

クシステム｣としてのJNXアーキテクチャーの多様化を意味している一にも係わっている｡そうした意味でも､

JNXはLCAソフト開発において重要な役割を果たし得ると考えられるのである｡

かくして､JNXクロスオーバー型LCAソフト開発による ｢要素開発｣の成否は､業務アプリケーションの

共通化 ･高度化 ･多様化を通じてのJNXの新たな展開如何にかかっているということになる｡

以上の諸点を整理すると下表の通りとなる｡そこで下表に沿って論点をいま一度整理しておくと､(イ)｢共
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通ネットワークシステム｣は業務アプリケーションの共通化を不可欠としている､(ロ)JNXがさらに ｢共通

ネットワークシステム｣として発展するためには､業務アプリケーションの共通化のみならず､その高度化 ･

多様化をも必要としている､(ハ)JNXクロスオーバー型LCAソフト開発とは､業務アプリケーションの共通

化 ･高度化 ･多様化の結果として生み出された業務別アプリケーションの一つとみなすことができる､(ニ)

LCAソフト搭載型JNXはJNX (Ⅲ)の範噂に属することになる､(ホ)ネットワーク及びアプリケーションの

種類は ｢共通｣､｢専用｣だけではなく両者の融合型すなわち ｢共専｣もあるために､上記の諸点は実際にはさ

らに複雑に展開することになる- ということだ｡

ネットワークの種類アプリケーションの種類 -＼ ネットワーク ネットワークシステム共 通 専用(★3) 共専(★4) 共 通 専 用 共 専

専用

共専 ＼/

業務別アプリケーション(★2) 共通 ▼JNX(Ⅱ)

専用

共専

el)基本的アプリケーションとは､納入指示EDI､CADデータ､BOM (BillOfMaterial:部品表)を指

す｡

('2)業務別アプリケーションとは､基本的アプリケーション以外に必要とされるアプリケーションを指す｡

ぐ3)専用ネットワークとは､VPNを指す｡

ぐ4)共専ネットワークとは､共通ネットワークと専用ネットワークの融合型ネットワークを指す｡アプリ

ケーションの場合も同様である｡

以上の問題意識に基づいて､本稿では､(イ)GNXとしてのANX及びENAXを概観する､(ロ)次いでGNX

の一環としてのJNXの現状 ･問題点 ･課題を探る､(ハ)最後にEUを中心にして展開されている環境規制強化

の下で ｢共通ネットワークシステム｣としてのJNXクロスオーバー型LCAソフト開発の意義及び課題を明ら

かにする｡

1. ANXと ｢共通ネットワークシステム｣

(1).ANXの展開

① ANXとは何か

ANXの特質は､｢共通ネットワークシステム｣と "パー トナーシップ とにあると云えよう｡ ANXは､米

自動車業界の ｢サプライ ･チェーン (SupplyChain)｣が抱える様々な問題を解決するために､米自動車業界

の非営利団体であるAIAG(TheAutomotivelndustryActionGroup)が1998年に稼働を開始した ｢標準ネッ

トワーク｣(注1)であるとされる｡ 確かに､それは一般的には米自動車業界における "標準ネットワーク''で

あると理解されている｡しかしながら､この "標準ネットワーク"なる言葉は甚だ唆味である｡現に当の

AIAG自体がそうした言葉を使っている訳ではない｡例えばAIAGのURLを念のために覗いてみると､"標準ネ
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ットワーク"なる言葉は一向に見当たらず､自動車産業における ｢共通ルール (CommonRules)｣という言

葉が使われているだけである｡ そ して ｢共通ルール｣ とは､ (イ)CAD､CAM (ComputerAided

Manufacturing)､ CAE (Computer Aided Engineering)､ PIM/PDM(Productlnformation

Management/ProductDataManagemnt)などのような生産データ技術､(ロ)STEP (Standardforthe

ExchangeofProductmodeldata)のような "標準"ソフトー などの共同利用のための自動車産業における

共通)レールだとされる (托 2)｡従ってANXとは､正確には､こうした "共通ルール"を形成するために米自動

車産業が創設した ｢共通ネットワークシステム｣であると理解されるべきであろう｡

もう一つの特質は､ANXがANX参加企業の取引関係に関して "パ丁 トナーシップ"を重視しているという

点である｡アセンブラーとパーツサプライヤーの取引関係は両者の力関係を反映し往々にして "系列取引"に

陥りがちであるが､ANXは､パーツサプライヤー間の取引は無論のこと､アセンブラーとパーツサプライヤ

ー間の取引ですら "パー トナーシップ"に基づ く関係を前提にしている｡ ANXが参加企業をTP (Trading

Partner)と定義しているのはそのためであろう｡

こうした趣旨に沿ってANXは､プロトコルとしてはインターネットのTCP/IP (TransmissionControl

Protocol/internetProtocol)を採用しかつそれを加入者の共通ネットワーク上で使用するためにエクス トラネ

ット仕様のネットワークを創 り上げたのである｡

② ANXの実体

ANXの加入者 (TradingPartner;TP)数は､稼働が開始された1998年末には14社にすぎなかったが､そ

の後大幅に増加し2000年 2月末には325社に2001年2月末には600社となった｡さらに2003年12月31日現在では

843社を数えるに至っている (注3)0

前述したようにANXは当初は非営利団体であるAIAGによって創設されたのであるが､その後1999年 9月

にはその運営が民間企業であるSAIC社に移管された｡ANX加入者の増加に伴い､人材及び資金面で制約のあ

るAIAGだけでは不十分であり､多くのエンジニアを擁 Lかつ投資資金も豊富な米国最大規模のエンジニアリ

ング会社の協力が不可欠となったのである (注4)0

さらにまたANXは､登録さえすればネットワークを自由に利用できるTP方式を採用することによって､ク

ロスインダストリーな展開を志向している｡ すなわち､鉄鋼業界､ヘルスケア産業､電機業界､金融業界､輸

送 ･物流業界さらにはゴム ･プラスティック業界などとのネットワーキングを試みているとされる (注5)0

(2)ANXのGNXアプローチ

ANXは創設当初から､クロスインダス トリーな展開とともにグローバルな展開をも志向してきたが､後者

のグローバル ･ネットワーキングに関しても､ANX/SAICのイニシアティブの下で現在積極的に進められて

いる｡ すなわちANX/SAICとENX､JNX､KNX (KoreaNetworkexchange)そしてAANX (Australian

AutomotiveNetworkexchange)i.の間でGNX創設に向けての話し合いが精力的に行われており､そこでは･

(イ)グローバル接続ニーズの具体化 ･詳細化､(ロ)グローバル接続のためのビジネスモデル ･テクニカルモ

デルの決定一などが課題とされているいるとされる (維6)0

(注 1)若林忠彦 ｢海外 (米国ANX中心)の自動車業界標準ネットワークの最新状況｣([社]日本自動車工業
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界 『JAMAGAZINE [2000年 3月号]』[特集/JNX<自動車業界標準ネットワーク>])[URL;

httD://www.llama.or.iD/lib/iamagazine/200003/07html]URLl/3-2/3より｡

(注 2)AIAG [URL;httD://www.aiag.ore/]｢CollaborativeEngineering&ProductDevelopmentJ

URLl/1参照｡

(注 3)1998年末及び2000年 2月末については若林忠彦 ｢同上｣URLl/6-2/6より｡2001年 2月末については

中山 力 ｢サプライヤーにとって 『JNX』は損か得か｣(NIKKEIDIGITALENGINEERING[2001.3])

p.97より｡また2003年12月31日現在に関しては､ANXeBusinessCommunity

[URL;httt)://www.anxglobal.com/Communitv/network-subscribers.htmllより｡

(注 4)若林忠彦 ｢同上｣URL2/6-3/6参照｡

(注 5)同上URL5/6参照｡なおANXが､クロスインダス トリー ･アプローチだけではなく､LCAコンセプト

にも関心を持っているということには注意を払ってお く必要があろう｡ すなわち､ANXは､"ビッグ

スリー"っまりダイムラークライスラー､フォー ド､GMが新たな調達条件としてパーツサプライヤー

に対 してISO14001の遵守を課した際に､AIAGとしてパーツサプライヤーに対するフォーローアップ

を行いパーツサプライヤー支援に乗 り出しているという点は興味深い事実である｡何故ならば､

ISO14001を調達条件にするということは､いわゆる ｢グリーン調達｣を意味しており､それ自体は環

境規制の一環として必要なことではあるが､｢グリーン調達｣が同時に､その条件を充たせない企業と

くにパーツサプライヤーを切 り捨てるという結果になるならば､それは "グリーン ･デバイ tf"に他

ならないからである｡ AIAGが "デジタル ･デバイ ド"や "グリーン ･デバイド"を回避するために

パー トナーシップを発揮するというのであれば､それは決して見逃すべきではない点であろう｡

(AIAG｢ISO140dlEnvironmentalCertification｣[URL;httl)://www.aiag.orど/whatsnew.ast)]を参

照のこと｡)

(注 6)同上URL4/6-5/6参照C

2.ENXと ｢共通ネットワークシステム｣

(1)ENXの展開

① ENXとは何か

ENXは､欧州データ交換標準化検討組織であるODETTE (OrganizationforDataExchangebyTele

TransmissioninEurope)によって運営されている｡ODETTEは1999年10月､OEMの12社 (Audi/Fiat/

BMW/DaimlerChrysler/FORD/OPEL/PSA/Renault/Saab/Scania/Volvo/VW)､サプライヤー4社

(Aceralia/Siemens/Bosch/Michelin)及び4つの標準化組織 (独､仏､英､スペインの4組織)からなる

ETC (EuropeanSteeringCommitee)を組織 しヨーロッパ自動車産業全体のネットワーク化に着手した｡

ENXもまたヨーロッパ自動車業界における "標準ネットワーク"だとされるが､当のENX自体は自らを ｢ア

プリケーション ･プラットフォーム (ApplicationPlatfわrm)｣と名乗っている (注1)｡そしてこの場合のアプ

リケーションとは､エンジニアリング､サプライチェーンそ してセールスチェーンという全ビジネスプロセス

における生産的な活用に資するアプリケーションであるとしている (lii:･2)o要するに "共通アプリケーション"

を重視しているとはいえ､それも "標準ネヅトワーク"というよりもやはり ｢共通ネットワークシステム｣と
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理解されるべきであろう｡

ENXもまたこうした目的を遂行するためにインターネット接続技術TCP/IPをイントラネット仕様で採用し

ている｡

② テス ト段階のENX

ENXのTPは2003年12月31日現在で約200社であり (注3)､ANXや後述するJNXの場合程ではないにしても､

その数自体は一応順調に増加していると云える｡ しかしながらヨーロッパ自動車産業のネットワーク化という

意味では､未だテス ト段階であり､その意味で実体は各国別展開の域を出ていないようだ｡最も進んでいる ド

イツの場合ですら､1999年3月にようやく稼働したのであるが､ENXに接続 しているTPは35社 (1999年11月

現在)に過ぎないとされる (注4)｡次いでフランスであるが､ようやくパイロット実験を終えて現在稼働に向

けて準備中とのことである (注5)｡なお､ ドイツとフランスは1999年7月から相互接続テス トを開始していると

される (注6)｡最後にスペインとイギリスは共にパイロット実験ないしそれ以前の段階にあるとされる (注7)0

(2)ENXのGNXアプローチ

以上のようにENXは現在のところ全体としてテス ト段階の域を出ているとは云えず､従って､(イ)まず域

内での接続を実現すること､(ロ)管理 ･運営組織を必要としていること､(ハ)スウェーデンやイタリアなど

の自動車産業へのENXプロモーションが必要なこと-など域内自体で取 り組むべき課題が多 く残されている

ようだ (注8)｡ だが逆に云えば､こうした課題が解決されるかないしはその見通 しがつ くにつれて､ANX､

JNX等との接続の条件も整う-しかも目下のところ概念としては世界で唯一のリージョナルな共通ネットワー

クシステムとして整うーということであり､その意味でENXのGNXアプローチも今後注目を要しよう｡その

際､ENXが共通アプリケーションという側面を重視 しているということが大きな意味を持つということもま

た指摘しておかなければならないであろう｡

(注 1)ENX [URL;httt)://www.enxo.com/]｢WelecometoEuropeanNetworkeXchangeJURLl/1参照｡

(注 2)ENX ｢ENXApplicationsJURLl/1参照｡

(注 3)ENX ｢TradingPartnersJURLl/1より｡

(注 4)若林忠彦 ｢海外 (米国ANX中心)の自動車業界標準ネットワークの最新状況｣([社]日本自動車工業

界 rJAMAGAZINE [2000年3月号]』[特集/JNX<自動車業界標準ネットワーク>])URL2/7参照｡

(注 5)同上URL2/7-3/7参照｡

(注 6)同上参照｡

(注 7)同上URL3/7参照｡

(注 8)同上URL3/7-4/7参照｡

3.JNXと ｢共通ネットワークシステム｣

以上から明らかなように､ANXは "共通ネットワーク"としてまたENXは "共通アプリケーション"とし
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てそれぞれGNXにアプローチしているのであるが､ここで強調しておかなければならないのは､両者ともそ

もそもグローバル仕様であるということだ｡すなわち､共にインターネット技術のエクストラネット仕様であ

るが､エクス トラネット仕様とはいえ､インターネット･プロトコロTCP/IPを採用しているという意味では

技術的にはグローバル仕様なのである｡ 従ってこうしたグローバル仕様のネットワークに対して如何に対応す

るのかということが日本の自動車産業にとっても重要な課題となるのは当然である｡そこでこうした問題意識

の下で ｢共通ネットワークシステム｣としてのJNXの意味を次に考えてみよう｡ 以下では､(イ)JNX登場の

背景､(ロ)｢専用ネットワークシステム｣の問題点､(ハ)JNXの構造､(ニ)JNXの課題- などの諸点を通

じてこの間題に迫ってみよう｡

(1)JNX登場の背景

(∋ 日本の自動車産業における情報ネットワークの整備

日本の自動車産業とくにアセンブラーサイドでの情報ネットワークシステムの整備は以下のように進展して

きた (注1)0

(イ)社内オンラインシステムの整備

1970年代末迄には社内オンラインシステムの整備がほぼ完了した｡その結果､保守部品の在庫管理などがオ

ンラインで行われるようになったが､社外取引に関しては主要取引先とは主として磁気テープを通じてデータ

交換を行っていた｡

(ロ)アッセンブラ一 ･ディーラー間オンラインシステムの整備

1980年代中頃迄にはディーラーとの間でのオンラインシステムが整備完了した｡その結果､事柄受注､納期

回答などがオンラインで可能となった｡

(ハ)アッセンブラ一 ･パーツサプライヤー間オンラインシステムの整備

1980年代末迄にはパーツサプライヤーとの間でのオンラインシステムの整備が進展する｡その結果､部品の

内示､発注､納入指示などがオンラインで行われるようになった｡

(ニ)シームレス ･オンラインシステムの整備

1990年代初頭には､パーツサプライヤーからデイラーに至るまでのシームレスなオンラインシステムが整備

される｡ その結果､調達から販売までのリアルタイム ･ビジネス ･プロセスが可能になった｡

② 日産自動車のケース

こうした自動車産業における歩みをより詳細に観るために､日産自動車のケースを取り上げてみよう (注2)0

(イ)CADデータ交換

同社の情報ネットワークシステムの整備はCADシステムの導入から始まった｡1990年代初頭までには設計

業務の100%CAD化が実現し- つまりCAD端末は1人につき1台装備されるに至り (図表Ⅱ-3-1参照)-､さ

らにその後CAD/CAM一元化が可能になるとともに (図表Ⅱ-3-2参照)､ソリッドデータ (3次元CADデータ)

の交換による企業間連携を通じて ｢レイアウト設計｣ (往 3)が登場してきた｡その結果､アッセンブラーであ

る日産自動車とパーツサプライヤー間のCADデータ流通量は急増した (図表Ⅱ-3-3)0

(ロ)調達のEDI化

生産手配システムについては､｢所要量計算｣(注 4)後にパーツサプライヤーに対して納入指示が出され､そ

れは通例数日前の確定発注となるが､こうした "ジャストインタイム''の納入指示に対応するためには､オン
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ライン受発注システムが不可欠となる｡ そこで日産の場合も1974年に､パーツサプライヤーとの間にそれを敷

設した｡現在では､TCP/IPを用いたPARTNER(図表Ⅱ-3-4)という新調達システムを通 じて､約270社､

800事業所を接続対象とし､日に15万件のEDIデータを交換している｡

(ハ)生産 ･販売のEDI化

日産は全国200社のデイラーからなる販売網を擁 しているが､その販売網では二種類のオンラインシステム

が稼働している.一つは ｢生産統合システム｣としてのANSWER(図表 Ⅱ-3-5)であり､今一つは ｢販売会

社統合管理システム｣である新PROFITである｡EDIを装填 したANSWERは顧客への納期短縮を目的にして

1991年に構築稼働されたものであるが､現在では顧客からの垂注2時間後には納期の回答が可能になっている｡

後者の新PROFITは､顧客からの受注情報を受注EDI情報としてANSWERに伝える受発注システムとしての

機能とともに､販売管理､顧客管理､費用管理等販社業務全体を支援する総合管理システムとしての機能をも

兼ね備えている｡ 以上の二つのシステムによって顧客への納期が大幅に短縮されたのみならずアセンブラーで

ある日産とデイラーとの間の情報量も大きく増大している｡

(ニ)サービス部品分野の電子化

日産は､1987年からサービス部品検索システムFAST(図表 Ⅱ -3-6)を稼働させており､200万点以上の流

通部品から目的とする部品の迅速な検索が可能になっている｡ その結果､殆どの部品を1日以内にサービス

拠点に納入できるようになった｡

同社ではこの他､整備マニュアル､技術 ドキュメントの電子化にも取 り組んでいるとされる｡

以上からも明らかなように日産自動車におけるビジネス ･プロセスは､情報ネットワークシステムの導入整

備により今日では調達から販売に到るまでリアルタイム化しつつあるが､それは日本の自動車業界における情

報ネットワークシステム整備の進展と軌を一にしたものであると云えよう｡

(2)｢専用ネットワークシステム｣の限界とJNX

ところで､以上の自動車業界における情報ネットワークシステムの整備がアセンブラー主導の ｢専用ネット

ワークシステム｣とくにVPNの整備でもあったということを見落としてはならない｡その結果､情報ネット

ワークシステムの整備が進展すればするほど ｢専用ネットワークシステム｣の限界もまた露呈されるという皮

肉な結果となった｡すなわち､多回線 ･多端末状況の深刻化がそれである｡

① 多回線 ･多端末状態の深刻化

A.多回線 ･多端末とは何か

多回線 ･多端末とは何か｡原理的に云うと､それは1社三つの ｢アプリケーション･システム｣(｢適用業務

システム｣)のデータが複数社で交換された場合に発生するデータ交換の複層性 ･複雑性のことである｡まず

三つのアプリケーション ･システムとは､納入指示EDI､CADデータ､BOM (BillOfMaterial:部品表)と

いうVPNに不可欠な基本的アプリケーション･システムを指している｡従って､例えばティアⅠ(第 1次パ

ーツサプライヤー)a社がアセンブラーA社と取引を行う場合には､a-1､a-2､a-3という三つの端末及びソフ

トをまず用意し､さらにa-Aという専用回線を敷設しなければならないということになる｡(この場合は､A社

が三つのアプリケーション･システムを一つの専用回線のみで稼働させることが可能なケースであるが､逆に

アプリケーション･システムごとに専用回線を必要とする場合には､回線自体三つ必要だということになる｡)

そしてa社がアセンブラー3社 (3社というのは例えば､いわゆる "ビッグ3"を想定した場合のことである)

と取引をしている場合には､a-A回線のみならずa-B回線､a-C回線の三専用回線を敷設 し､さらに端末 ･ソフ
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図表 Ⅰ-3-1 CAD端末台数の推移 (日産自動車の例)

(台)

2,500

2,000

1,500

1,000

90年前後に設計者1人に
岬.......約1台の装億を実現

-設計業務の100%CAD化 I l

1982 84 86 88 90 92 94 96
(年)

(出所)加藤 虜 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネットワーク｣

(【社〕日本自動車工業界 rJAMAGAZINE 【2000年3月号]｣ [特

集/JNX(自動車業界標準ネットワーク)])URL2/3より｡

図表 Ⅰ-3-2CAD/CAMによる開発プロセスの変化

型

(出所)加藤 虜 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネットワーク｣ ([社】日本自動車工業界 rJAMAGAZJNEl2000年3月号】J 【特集

/JNX(自動車業界標準ネットワーク)])URLl/1より｡
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図表Ⅰ-3-3 データ交換件数の推移(日産自動車グループ)

(件)
70,000

60,000

50,000

0000
'

4

30,000

20,000

10,000

0

1987年 3,000件一一■ト1993年 25,000件

6年間で8倍に急増 f

【相手先】 153社
国内

部品メーカー117社
型メーカー 24杜

海外
開発拠点 8社
部品メーカーはか 4社

198788899091929394959697
(年)

(出所)加藤 康 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネットワーク｣
([杜】日本自動車工業界 rJAMAGAZJNEl2000年3月号]｣ 【特

集/JNXく自動車業界標準ネットワーク)】)URLl/1より.

図表Ⅰ-3-5 生版統合システムANSWER

図表Ⅰ-3-4 新部品調達物流システムPARTNER

日産と部品メーカー間の授受法に
関するオンラインシステム 270社

出荷情報 発注情報

日哲巧 - 私設′- 網 亮 一

日産 自動 車 . ア クセ ス ノー ト - 部 品 メ ー カー JL

コ ン ピ ュ ー タ … 新 調 達 端 末

(出所)加藤 庚 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネットワーク｣ (【社】日本自

動車工業界 rJAMAGAZINE [2000年3月号]｣ 【特集/JNXく自動車業界標準ネット

ワーク)日 〕RLl/1より｡

(出所)加藤 庚 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネットワーク｣ (【社】日本自動車工業界 rJAMAGAZINE 【2000年3月号】∫ 【特集

/JNX(自動車業界標準ネットワーク)】)URLl/1より｡

図表Ⅰ･3-6 サービス部品検索発注システムFAST

(FastSearchforTechnicaHnformation)

修理交換に必要なサービス部品を特定し発注するシステム

ト パーツカタログを電子化 ､:

:.CD-ROMに200万点の全サービス部品を収容 :

I:.標準のWindowsパソコンで稼動 (スタンドアロン)冒

l… 一一 海外を含め
齢柑Ⅷ ▲ 1万拠点で

(.車種記号から ､; 利用

:::詣 蒜Eから :: - r.断 - 3EI

:.年式から :l●lIl●､ 田
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(出所)加藤 庚 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネ

ットワーク｣ (【社】日本自動車工業界 rJAMAGAZINE

【2000年3月号]∫ 【特集/JNX(自動車業界標準ネッ

トワーク)】)URLl/1より｡



トについても､対A社用のa-1･a-2･a-3､対B社用のb-1･b-2･b-3､対C社用のC-1･C-2･C-3というように合計九つの

アプリケーション別端末 ･ソフトを用意しなければならないということになる｡以上が多回線 ･多端末モデル

である｡

だがそれは単なるモデルにすぎない｡云うまでもないことだが､ティアⅠの中には3社以外のアセンブラー

とも取引を行っている場合があるし､むしろその方が一般的である｡とくに海外との取引が拡大すれば取引相

手としてのアセンブラーの数も増えることになる｡しかも上述したように回線はアセンブラー1社につき一回

線とは限らない｡またパーツサプライヤーとして登場 しているプレイヤーはティアⅠのみではない｡実際の舞

台に登場するパーツサプライヤーは､ティアⅠIⅡ･Ⅲ-･というように複層的なプレイヤーから成り立って

いる (注5)｡その結果､多回線 ･多端末状態は潜在的には幾何級数的に広がることになる｡ しかもこうした多

回線 ･多端末状態は､情報ネットワークシステムが本質的に抱えている陥穿すなわち "デジタル ･デバイTf"

をさらに加速する可能性すら学んでいるのである｡従ってこの間題が如何に深刻かは以上のことからも容易に

想像がつ く筈だ｡

B.本田技研工業のケース

上記の多回線 ･多端末状態の事例を観るためにホンダの場合を取り上げてみよう (注6)｡同社はCAD/EDIデ

ータを中心にして現在350社以上､600拠点以上のデータ交換を行っている｡しかしながらネットワーク構成が

各社別でありさらにアプリケーション･システムが業務別であるという意味で典型的なVPNジレンマ (注7)に

図表 Ⅰ-3-7 Honda情報ネットワークの現状

(出所)野口貴史 ｢JNXとWebの統合ポータルサイ トを構築/TPの取り組み事例 (3) ･本田技研工業｣ (【社]日本自動車工業界 rJAMAGAZINE

l2001年8月号]J 【特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣】)URLl/3参照O
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直面することになった (図表Ⅱ-317)｡ そして業務拡大及び納期短縮というそもそもネットワークシステム本

来の目的がネットワーク自体によって逆に妨げられるという皮肉な結果に陥る可能性が生じているのである｡

② ｢専用ネットワークシステム｣限界克服策としてのJNX

ではこうした ｢専用ネットワークシステム｣の限界を如何にして克服すべきなのか｡一つは回線自体の共通

化すなわち ｢共通ネットワーク｣の創設である｡二つには業務アプリケーションシステムにおけるデータの互

換性すなわち ｢変換問題｣の打開である｡

前者のネットワーク共通化のためには ｢共通エクス トラネット｣すなわちTCP/IPの共通エクス トラネット

仕様が必要となる｡そうした目的のために創設されたのが ｢共通ネットワーク｣である｡ そのイメージを画い

てみると図表Ⅱ-3-8の通 りとなる｡要するに ｢共通ネットワーク｣の形成を通じて､(イ)複数の通信回線が

単一の通信回線になる､(ロ)プロトコルがTCP/IPを通じて共通化する､(ハ)その結果接続が容易になる､

(ニ)エクストラネット仕様であるために信頼性が保障される- という訳だ｡

図表 Ⅰ-3-8 A-NX(Asian-NetworkeXchan9e)のコンセプト

ll] VPN(Ver･ticaIPrivateNetwork)下のネットワーク;従来のネットワーク

帯 竿 苛

[2] ｢共通ネットワーク｣の下でのネットワーク;新しい環境の下でのネットワーク

[問題点]

複数の通信回線

異なる通信プロ トコロ

接続の複雑さ

セキュリティ一･晶質･性能

における信頼性不安

設計変更の困難性

[問題点の解決]

単一の通信回線

プロコトロの標準化

接続の容易性

信頼性保障

設計変更の円滑化

だが後者については問題はそれほど単純ではない｡変換問題はデータの標準化ないしは変換ソフトの開発の

何れかによって解決する以外にないのだが､いまのところ共にその目途は立っているとは云い難い｡例えばソ

リッドデータは急速に普及しているが､それは普及すればするほど高度化し複雑化するという性格を帯びてい

る｡すなわちCAD/CAMシステムの浸透は今日では機械系製造業の殆ど全ての分野に及んでいるが､同時に

それはCAD/CAE/CAM/CAT (ComputerAidedTesting)システムへと発展しており､その結果ソリッド

データもまた著しく高度化 ･複雑化しているのである｡ 他方､標準化についてはUnigraphicsがある程度は普

及し､また交換ソフトに関しても米工業規格としてIGES(InitialGraphicsExchangeSpecification)やISO

(国際標準機構)のSTEPなどが開発 ･整備されつつあるが､それらの普及や開発 ･整備はソリッドデータの
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上記のような急速な発展に比べて立ち後れていると云わざるをえない0

そこで ｢専用ネットワークシステム｣の限界を克服するためには､前者すなわち共通ネットワークの構築と

ともに後者すなわち業務アプリケーションシステムの共通化という二つの課題に応えるための ｢共通ネットワ

ークシステム｣(注8)を構築 しなければならないということになる｡それこそがJNXのベーシック ･アーキテ

クチャー (基本設計思想)に他ならない｡つまり､JNXは ｢専用ネットワークシステム｣の限界を克服するた

めに､｢共通ネットワークシステム｣という新たなコンセプトの下で登場 してきたという訳だ｡

では､JNXはどのように展開しているのか｡この点を次にみることにしよう｡

(3)JNXの構造

① JNXの特徴

まずJNXの特徴から観てみておこう｡ ANX､ENXと同様JNXのネットワーク ･アーキテクチャー (ネット

ワーク設計思想)もまたグローバル仕様であるということを確認しておかなければならない｡すなわちプロト

コルとしてはやはりTCP/IPを用いたエクス トラネット仕様であり､その意味ではANX､ENXとは同様の仕

様である｡従ってJNXはそもそもGNXという性格を内包しているということを見落としてはならない｡

第二に､上述したようにJNXは本来二つの課題を担っている筈なのだが､当面はその中の前者すなわち ｢共

通ネットワーク｣の形成に重点を置かざるを得ない状況にある｡すなわちJNXは共通ネットワーク問題と変換

問題とを概念上明確に区分 してお り (図表II-3-9参照)､さらに業務アプリケーションシステムの共通化問題

に関しては少なくともさし当たっては各企業の問題だとしている (同上)｡従ってそれはより正確には ｢共通

基盤ネットワーク｣と定義すべきであろう｡

図表 Ⅰ-3-9 JNXの位置づけ

アプリケー
ヽ

ンヨノ
システム

企業間
取引標準

基盤技術
(インフラ)

EDf .CAD/CAM
(EDIFACT) (STEP) .-..

JNX

(出所)蔵永春彦 ｢日本の自動車産業業界標準ネットワーク (JNX)の構築｣

URL29より｡

第三に､JNXの目的は､一つには通信コス ト引き下げに､二つには業務の効率化に置かれている｡例えば3

社のアセンブラーと取引をしているティア Ⅰの場合､3回線が 1回線になるために2回線分の回線使用料及び

運用管理費が削減されることになるが (図表 Ⅱ-3-10参照)､その場合のコス ト削減効果はティアⅠ･1社につ

き年間400万円に達すると試算されている (rI:･9)｡云うまでもなくティア Ⅰは複数社存在してお り､ しかもパー

ツサプライヤーの重層性を考慮すれば､回線共通化のコス ト削減効果はこれよりも遥かに大きなものとなり､

しかもそれはコス ト削減だけではなく業務の大幅な効率化をも伴う筈である (il･'･10)｡

②JNXの仕組み
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図表 Ⅰ-3-10 JNX移行時のコスト削減効果(取引先が3社のTPの場合)

JNX移行時のコス ト削減モデル

期間

(出所)塩坂行雄 ｢JNXとは｣ (【社】日本自動車工業界 rJAMAGAZINEl2001年8月号】｣

【特集/業界共通ネッ トワーク rJNX｣])URLl/3より｡

図表 Ⅰ･3-11 複雑なネットワークを解消するJNX

(出所)塩坂 rJNXとは｣ (【杜】日本自動車工業界 rJAMAGAZINEl2001年8月号]J l特集/業界共通ネットワーク rJNXJ日 URLl/3より｡

図表 Ⅰ -3-12 JNXの仕組み

(出所)塩坂 ｢JNXとは｣ (【杜】日本自動車工業界 rJAMAGAZLNE【2001年8月号H l特集/業界共通ネットワーク rJNX｣】)URLl/3より｡
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以上のような特徴を持つJNXはどのような仕組みで運営されているのか｡まずJNXの構造は既に述べた ｢共

通ネットワーク｣概念 (図表Ⅱ-3-8-【2】参照のこと)に基づいている (図表Ⅱ-3-11参照)｡ またそれは､インタ

ーネット接続技術TCP/IPを採用しながらも､セキュリティー､性能､品質における信頼性を保障するために

エクス トラネット仕様となっている｡そのためにTPはIPSec(IPSecurityProtocol;IP暗号化プロトコル)

を通じてCSP (CertifiedServiceProvider;認定プロバイダー)にアクセスすることが求められている (図表

Ⅲ-3-12参照)｡そして ｢システム ･サプライヤー3 (System Supplier3)｣ (ii:･11)としてはJNXセンターが管

理 ･運営に当たっている｡

JNXは2000年10月に稼働したが､稼働後短時間にもかかわらず､その後TPは大幅に増えている｡2002年3

月末には早 くも､JNXへの接続済み企業は309社､承認済み企業が13社 (但し承認済み企業数の場合は2002年

2月末現在)､申請済み企業は396社に達っしたとされているが､2003年12月26日現在ではさらに､接続済み企

業が624社 (この他承認済みは33社､申請済みは65社)に迄増大している (i.I･'･12)0

(4)JNXの課題

① 全体的課題

ではJNXはどのような課題を抱えているのか｡それは全体的な課題と各社が抱えている課題とに分けられる｡

まず前者については､(イ)業務アプリケーションの共通化､(ロ)クロスインダストリー型業務アプリケーシ

ョンの展開､(ハ)グローバルネットワークへのアクセス､(ニ)A-NX化の一環としての中国における展開､

(ホ)JNXクロスオーバー塑LCAソフト開発のための業務アプリケーションの高度化-の五つからなる｡本節

ではそのうちの四点を取 り上げ､最後の点については次節にに譲ることにする｡

A.業務アプリケーションの共通化

まず業務アプリケーションシステムの共通化問題から始めよう｡それはさらに二つの問題からなる｡一つは

アプリケーションシステムの共通化であり､いま一つは変換問題である｡前者については､既に述べたように

そもそも共通ネットワークシステムに内在している問題である｡ 前述の場合には単純化のためにEDI､CAD､

BOMの三つの例で説明したが､より細かく云えばそこにさらにメインフレームアクセス､クライアント/サー

バー ･アプリケーション､電子メールなどが加わり極めて編棒している｡後者の変換問題はなおさら厄介であ

る｡ 先の例では三次元CADデータすなわちソリッドデータのケースのみを取 り上げたが､それ以外にも､

EDIに関しては､データ ･フォーマットやデータ ･エレメシトの標準化､EDIFACT (ElectronicData

lnterchangefわrAdministration,CommerceandTransport;EDIの国際標準規格)の普及 (注13)など問題が

山積しており､さらにそれに加えてHTML(HyperTextMarkupLanguage;ハイパーテキス ト記述用言語)､

さらにHTMLの次世代技術であるⅩML(eXtensibleMarkupLanguage)など新技術への対応にもまた迫られ

ているのである｡

従ってJNXは､こうした複雑な業務アプリケーションシステムの共通化問題と変換問題にどのように取 り組

むのかが問われている｡ その点で注目されるのは日本IBMの協力を得て現在開発が進められているCAI

(commonApplicationlnftrastructure;共通基盤アプリケーション)づ くりの試みである (柁14)｡それは､

JNX上で企業間電子商取引システム等を構築する際に不可欠な認証やデータ交換等の共通基盤を提供しようと

いう試みであり､いわばASP(ApplicationServiceProvider)の共通化版である｡例えば利用者は､アプリ

ケーション毎のユーザーID､パスワー ド､URL等の情報管理が不要となり､JNXアプリケーション-のアク
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セスの容易化を計らんとするものである (il:･15)0

B.クロスインダストリー型業務アプリケーションの展開 .

第二にクロスインダストリー型業務アプリケ-ショジの展開について｡既に述べたように､JNXはエクス ト

ラネット仕様ではあるとはいえ､TPとして加入が認められさえすれば自由に他のTPと接続可能な訳だから､

業種を超えたネットワーク形成は本来容易な筈である｡その点で､ANXはネットワークの範囲を自動車産業

に限定せず他の産業にも広げつつあるということは既に指摘したところであるが､JNXの場合にもこうした指

向は創設次以来打ち出されている｡ 例えば ｢システムサプライヤー3｣の母胎をなしている(社)日本自動車研

究所が掲げている構想は図表Ⅱ-3-13の通りであるが､そこからも窺えるように､JNXのSCM (SupplyChain

Management)アーキテクチャーー すなわちビジネスプロセス ･アーキテクチャー- 自体がクロスインダス

トリー型であると云える｡ これは､そもそも自動車産業が極めて広範かつ強固な産業連関性を持っているとい

うことを反映しているのであって､ある意味では当然のことであろう0

かくしてJNXがその日的に添った効果を発揮し始めれば､他方で進展が想定されるクロスインダス トリー化

を通じてその効果が他産業にも波及しまた逆にそのことが自動車産業における効果に相乗作用として逆波及す

ることが期待されるのである｡ 従って クロスインダストリー型業務アプリケーションシステムの開発 ･展開

もまたJNXにとって重要な課題とされるべきであろう｡

C.GNXへの対応

第三のグローバルネットワークへのアクセスについて｡既に述べたように､JNXのネットワーク ･アーキテ

クチャーはプロトコルをTCP/IPとする ｢共通ネットワークシステム｣という点でそもそもグローバル仕様で

ある｡ 従ってGNXを通じてANXやENXとの接続の可能性は技術的に開かれているのみならず (注16)､ANXや

ENX同様TPシステムを採っている以上､制度的にもGNXの一環をなしているとみなし得るのである｡

実体的にも､アセンブラーを中心にCADデーターやEDIデータが既に海外取引に多 く使われ始めてお り

(前掲の図表Ⅱ-3-3を参照のこと)､GNXに対するニーズは今やかなり大きくなりつつあるものと想定される｡

しかしながらここでよく考えておかなければならないのは､JNXとしては､単にANXとENXとのネットワ

ーキングを強化するだけではなく､アジアにおける ｢共通ネットワークシステム｣すなわちA-NX (Asian-

Networkexchange)(注17)を形成するという戟略的課題をも抱えているということである｡とくに重要なの

は､KNX(注18)やAANX(注19)との ｢共通ネットワークシステム｣の形成である｡後述するように中国への

日本をはじめとする海外自動車企業の進出及びそれを背景とする中国の自動車産業の急速な発展を考慮すれ

ば､やがて ｢CNX (ChinaNetworkexchange)｣問題が登場することも想像に難くないであろう｡そうした

意味で､JNXとしてはA-NX構築問題を含めてGNXアプローチを強める必要性があるということを改めて強調

しておかなければならないのである｡

なお､JNXのネットワーク･アーキテクチャーにおける二重戦略性を示す一例として参考までに図表 Ⅱ -3-14

を紹介しておこう｡

D.｢JNXinChina｣

上記の ｢CNX｣についてはとくに注目を要する｡ 中国における自動車産業の発展がアジアにおけるそれに

とって極めて重要な意味を持っている以上､それはJNXのA-NX化とともに避けては通れない問題となる可能
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図表 Ⅰ-3-13 自動車の生産準備段階のサプライチェーン

(出所) (財)日本自動車研究所 r自動車産業の電子商取引に係わる共通基盤システムに関する調査研究JURL50より｡

図表 Ⅰ-3-14 国際接 続 イメージ

(GlobalANX)
一一=1-JJ､

′了 ､ヽ ､
.1'_,IGNX ､.:.

(ブラジルなど)

--_I_I----

(出所)蔵永春彦 ｢日本の自動車産業業界標準ネットワーク (JMX)の構築JURL33より｡
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図表‡-3-15 自動車メーカーの対中国進出状況

[1] 海外自動車メーカーとの主な合弁生産事業(計画を含む)

(出所)日本経済新聞2002年6月6日より｡

[2] トヨタの世界生産体制
(数字は2001年の生産台数､●は主な車両生産拠点)

(出所)日本経済新聞2002年10月9日より｡

性があるからだ｡この点がJNXの第四の課題である｡現在の世界の自動車メーカーの対中国進出状況 (図表

Ⅱ-3-15-【11参照)を考慮すれば､｢CNX｣自体がミニGNX化する可能性を秘めていると云えよう｡しかも自動

車メーカーの対中国進出がグローバル戟略の一環をなしているということを考慮すれば (例えばトヨタ自動車

の第-汽車との合併はその典型である【図表 Ⅱ 一3-15-<2>参照】)､なおさらそうした性格が強まる可能性がある.

しかしながらそのことは逆に ｢CNX｣が､それ自体としてではなく､ANX､ENX､JNXなどの中国における

競争と協調を通じて形成される可能性が強いということを示唆している｡ 何故ならば､世界の自動車メーカー

の貯中進出自体が中国市場獲得を巡る激しい争いであるという側面を伴っており､こうした状況はネットワー

クに関しても反映されざるを得ないものと観られるからである｡ 一斉に対中進出に乗り出した日本の自動車メ

ーカーについても (注20)､日系企業間における ｢共通ネットワークシステム｣の形成を通じて-中国における

取引においでもやはり多回線 ･多端末間題が発生するものと観られるパーツ ･サプライヤーにとっては ｢共通

ネットワークシステム｣の必要性はとくに切実のものとなるであろう一､｢CNX｣に係わっていくのが最も現

実的なアプローチとなるものと想定される｡その意味で ｢JNX inChina｣論もまた今後避け難い課題となる

であろう｡

② 各社別の対応と課題

以上の全体的な課題に対してJNXにおいて中心的な役割を担っているアセンブラーやティアⅠはどのように

対応し､またどのような課題を抱えているのか｡この点もまたJNXの帰趨を揺る重要な問題であると考えられ

る｡ そこでトヨタ自動車､本田技研工業､富士重工､デンソーの事例研究を通じてこの間題にも若干触れてお

くことにしよう｡ (なお､主要自動車メーカーのJNX移行計画は図表 Ⅱ -3-16の通りである｡)

A.トヨタ自動車

まず トヨタについて観てみよう (注21)｡システム構成は､サプライヤーからアクセスされるサーバー群と､

それにJNXからのアクセス経路を設定したものとからなっている (図表Ⅱ-3-17-【11参照)｡ 問題はJNX用のア ド

レス割 り振りとJNXへの経路振り分けを如何にコントロールするかであるが､それに対して現在のところ手入

力で行っているが､今後は自動設定に切 り替える予定であり､それが実現すれば､JNX経路の比重は高まり､
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少なくとも共通ネットワークとしてのJNXの役割は増すことになるものと想定されるとしている｡

アプリケーションに関しては､(イ)Web系アプリケーション､(ロ)EDI系蓄積交換システム､(ハ)CAD

系蓄積交換システム､(ニ)固有ポー ト使用アプリケーション一に層別化されてお り (図表Ⅰ-3-17-【21参照)､

しかもそれぞれのアプリケーションごとにIPsecとファイアー ･ウォールが設定されているので､各アプリケ

ーションにアクセスするためには経路設定だけではなくアプリケーション毎のVPNの設定申請などが必要に

なり､その意味では現在のところJNXの果たす役割は業務アプリケーションに迄及んでいるとは云い難い｡

トヨタは､JNXをコスト削減や業務改善効果さらには納期短縮など潜在的には自らにとっても大きな効果が

期待されるとしながらも､ネットワークの接続に関しては信頼性の面でいま一つ不安を隠せないことや､共通

アプリケーションサービスの不十分さなどから､JNXを自社VPNの補完物として位置づけているようだ｡

しかしながらトヨタはJNXの可能性自体については大きな期待を寄せている｡ 最も大きな期待は国際接続で

ある｡ それが実現すれば､(イ)安価な国際回線として利用できる､(ロ)ネットワークの付加価値向上により

VoIP (VoiceoverIP)やテレビ会議などの活用が可能になり､リアルタイム化が一層進展する- ことによっ

てネットワークの魅力向上が大いに期待できるとしている｡

なお､ トヨタ自動車は ｢共通ネットワークシステム｣としての対JNXアプローチとは別に､後述するように

(第4章第4節② ｢『3次元統合CAD/CAM/CAE』システムの導入と展開｣参照)､社内の3次元統合システム

形成に伴い トランスレーターとして業界標準 トランスレーター ｢JAMA-IS｣を導入しているが､これは同社

の統合システムが標準ネットワークシステムとも繋が りを持っているということを意味している｡

B.本田技研工業

次にホンダについてはどうか (注22)｡ホンダの場合は自社の ｢総合ポータルサイ ト｣の構築とJNXへの移行

が同時に行われつつあるという点に特徴がみられる｡ 総合ポータルサイ トは､図表Ⅱ-3-18からも明らかなよ

うに､自社の既存業務アプリケーションシステムのプロトコルを全てTCP/IP化し､CAD図面転送をはじめ生

産関連情報､品質関連情報までをも含めて一つのポータルサイトに纏め､そしてネットワークとしてはJNXと

Ⅰp-VPNを併用して使うというものである｡

少なくとも一方ではホンダはJNXに対して積極的な姿勢を持っており､その意味ではJNXは同社にとっても

重要な役割を担っていると云えよう｡

だが他方ではホンダはVPNの標準化にもトライしている｡同社は､パーツサプライヤーとの情報共有ネッ

トワークシステムの本格的な構築を指向してお り､そのために上記の総合ポータルサイトづくりの一環として

2001年10月には ｢IMPACT-Ⅲ｣を構築したと伝えられる (注23)｡それは､これ迄複数のシステムに分かれてい

たものをWebベースで統合したものであり､その結果､同社 と取引のある国内ティア Ⅰの約8割に当たる約

370社が既にその利用を開始しているとされる (tii･:24)｡注目すべきは､それがVPNの下での ｢標準ネットワー

クシステム｣づ くりに繋がっているという点である｡｢IMPACT-Ⅲ｣へ移行することによって､パーツサプラ

イヤーが自社内にイントラネットを構築すれば､外部への回線は1本で済むことになる｡(これ迄は､ホンダ

とパーツサプライヤーの間ではアプリケーション･システムごとに個別の回線を使用してきたために､パーツ

サプライヤーはホンダ1社との取引だけのためにシステムごとの回線 ･端末を必要とし､その結果､回線だけ

でも最低 3本から10本を開設せざるをえなかったとされる (ti7･:25)0)従って､｢IMPACT-Ⅲ｣の下では､それ自

体は商用ネットワークシステムでありながらも､vPNが同時に ｢標準ネットワークシステム｣の機能をも併

せ持つという性格を帯びることになる (ii''･26)｡ホンダの試みは､現時点では ｢専用ネットワークシステム｣と
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｢標準ネットワークシステム｣との併用型とみなされるにしても､見落としてほならないのは､そこには両者

の融合の可能性が伏在しているということであろう｡ この点は､後述するトヨタ系プロバイダー ｢デジタルク

ルース｣社の試みとも関連して注目しておかなければならないであろう｡

かくして､ホンダは ｢共通ネットワークシステム｣と商用型 ｢標準ネットワークシステム｣の併用型へと移

行しつつあるが､こうした併用方式は単にホンダの問題のみに止まらず､後述するようにJNXの今後の展開の

あり方にも関わっているのである｡

C.富士重工業

アセンブラーの最後に富士重工業を取 り上げてみよう (注27)｡同社の場合も､ホンダと同様JNX実証実験と

並行して1999年に統合ネットワークの基盤 ｢SubaruNETwork-SupplierVehicle(SNET-SV)｣を稼働させて

いる｡ それはCADデータの伝送を中心にして､特定のフレームリレー網上に構築したVPNを利用するという

ものであった｡ 他方JNXの実証実験においてはセキュリティー､安定性､パーフォーマンスに力点を置いて参

画したが､それらのチェックポイントに対して同社としては満足のいく結果が得られたので､結論としてJNX

をSNET-SVの業務拡大版である ｢SNET-SV2ndSTEP｣に組み込むことにしたとされる｡

同社としては､幾つかの問題点を抱えながらもJNX本来のメリットであるコス ト削減､業務効率化などに一

定の成果が上がったと判断しているが､JNX導入を機に多くの社内システムの統合が進展したこと､とくに認

証システムの一体化に成功したことは､JNXの業務効率化効果として強調されて然るべきだとしている｡

D.デンソー

最後にティアⅠの立場としてデンソーのケースを取 り上げておこう (注28)｡同社の場合､ネットワーク取引

は受発注を含めて現在340社に達しでおり､多回線 ･多端末状態に苦しんでいる最も典型的な企業の一つであ

る｡ 従ってJNX導入に対しては最も積極的なスタンスで臨んでいるものと想定される｡図表Ⅱ-3-19-【11は同社

のネットワークの現状とJNX導入後に想定される姿を比較したものである｡同図表からも明らかなように､同

社 はJNX導入によって先ず多回線状態の解消を狙っていることが解る｡ こうした狙いをより確実に実現する

ために同社は､まずL3-Switchを使ってインターネットとJNX使用環境を振 り分けるとともに､さらにア ドレ

ス変換 (NAT)を使ってアドレスをJNX側アドレスに変換することによって､ルーティング制御可能なシス

テムを構築している (図表Ⅱ -3-19一【2】参照)0

その結果､同社は､まず技術的に切り替えが容易なTCP/IPベースのアプリケーション (例えばCADデータ

交換システムなど)を中心に､これまで15システムをJNXに切 り替えることによって既に9本の回線を削除す

ることに成功した｡その結果､JNX導入に伴う初期投資の回収を既に終え､フローベースでのJNX効果を享受

し得る段階に早くも移行している｡

だが同社の場合にも､ネットワーク自体の運用よりも業務アプリケーションの違いによるシステム運用の負

荷の方が大きいという点で上記の成果は共通ネットワークの範囲に止まっている｡ 従って同社の場合もまた､

業務アプリケーションシステム共通化の未達成という制約を如何に打開するかが､今後のJNX運用における最

大の課題であるとしている｡

③ JNX展開の新たな可能性

ところで､上述した商用型 ｢標準ネットワークシステム｣と ｢共通ネットワークシステム｣併用利用方式は､
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図表 Ⅱ-3-16 自動車メーカー (日本自動車工業会の会員企業)のJNX移行計画

メーカー名

いすず自動車

川崎重工業

スズキ

ダイハツ工業

トヨタ自動車

日産自動車

日産ディーゼル工業

日野自動車工業

富士重工業

ホンダ

マツダ

三菱自動車工業

ヤマハ発動機

アプリケーション名

CADデータ交換システム

新IDCOM(納入指示システム含む)

Web&MAIL

CADデータ交換システム

図面配布システム

EDl(バッチ)

Web系アプリケーション

CADデータ交換システム

EDlデータ授受

仕入れ先VAN

CADデータ交換システム

CADデータ交換システム

EDl汎用 (新TNS)

Web系アプリケーション

(EDl系)

(cAD系)

αCDX(UNIX版)

電子仕様提示システム､PlLOT､試作EDl

CADデータ交換システム

部品受発注システム

購買管理システム

Web情報共有

受発注システム

CADデータ授受システム

Webアプリケーション (コミュニケーション系業務)

CADデータ交換システム

EDlバッチ

受発注システム

電子見積もりシステム

品質情報システム

CADデータ交換システム

EDlバッチ

CADデータ交換システム

WEBアプリケーション (設計変更情報リリース他)

購買ホームページ

CADデータ交換システム

購買取引先ネットワークシステム

受発注システム

試作発注システム

CADデータ交換システム

利用可能時期

2001年2月

2001年4月

2001年4月

稼動済み

2001年2月

2001年4月

2002年4月

2001年3月

2001年3月

稼動済み

2001年4月

稼動済み

稼動済み

稼動済み

2001年3月

2001年3月

2001年4月以降

2001年3月

2001年3月

2001年3月

2001年3月

2001年4月

2001年4月

稼動済み

稼動済み

2001年9月

2001年4月

2001年4月

2001年4月

2001年4月

稼動済み

稼動済み

稼動済み

稼動済み

稼動済み

稼動済み

稼動済み

2001年2月

稼動済み

(出所)中山 力 ｢サプライヤにとって rJNXJは損か得か｣(NIKKEIDEGITALENGJNEERJNG [2001.3])p.97より｡
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図表 Ⅱ-3-17 トヨタの情報ネットワークシステム

【1] システム構成

.. '･ J I;

[2] トヨタのJNX上アプリケーション

EDl系蓄積 部品内示データ
交換システム 補給部晶かんぽん

*新TNS (TypeA) 見積 り情朝 等

CAD系蓄積 設計参考用CADデータ
交換システム 号口 .試作出図情報

*新TNS くTypeB) 設変情報 等

Web系アプリケーション 原価企画フォロー表

調達ホームページ
技術 .生産技術標準模索
工事通知書 システム
紹介キャンペーン 等

(出所)久保田幸夫 rJNXへのアプリケーション移行時の留意点/TPの取り組み事例 (2) ･トヨタ自動車)｣ (【社】

日本自動車工業界 rJAMAGAZINE l2001年8月号】｣ 【特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣】)URLl/4
メ-3/4より｡

図表 Ⅰ-3-18 Honda新ネットワーク

■ヽ■■■■■■■●●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■暮■■■●■■■■■1暮■■■■■■■■■■■■■■■∫
(出所)野口貴史 ｢JNXとWebの統合ポータルサイ トを構築/TPの取り組み事例 く3) ･本田技研工業｣ (【杜】日本自動車工業界 rJAMAGAZINE

l2001年8月号】J 【特集/業界共通ネットワーク rJNX｣】)URLl/1より｡
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図表 ‡-3-19 デンソーの情報ネットワークシステム

[1] JNX導入後の董本構想

[2] デンソーのJNX接続構成

クライアン ト群
stubファイルのダウンロー ド～登録

(cspよりshe日を提供)

授受サーバー群

(出所)牧野成憲 ｢JNXはサプライチェーンの業界共通インフラ/TPの取り組み事例 (1) ･デンソー｣ ([社]日本自動車工業界 rJAMAGA2

【2001年8月号]J 【特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣])URL川 より｡
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図表 Ⅰ-3-20 JNX展開の新たな可能性とcsp

図- 日本の自動車業界の共通ネットワ-ク基盤 ｢JMX｣の概要oJNXの認定プロバイダ (CSP)は4社あり､いずれか

のネットワークに専用線､ダイアルアップで接続することで､他のCSPに接続しているメーカーとも通信可能となる｡

(出所)中山 力 r自動車メーカーIT化の現状と今後｣ (rNIKKEIDIGLTALENGJNEERING 【2002年10月号]))P.103よりO

｢共通ネットワークシステム｣としてのJNXの今後の展開に重要な意味を持つ可能性がある｡JNXは既に4つの

CSP(認証プロバイダー)を採用 している｡ すなわち トヨタ ･デジタル ･クルーズ､日本情報通信､パワーネ

ッツ､テレコムサービスの4社である｡そして4つの CSP間は中継局を通じて接続 しているために､いずれの

CSPを通 じてであれJNXの ｢共通ネットワークシステム｣にアクセス可能になっている (図表Ⅱ-3-20参照)0

注目すべきは､上記4つのCSPが前述したVPNの標準ネットワークシステム化と何 らかの "関連性"を持つ

場合には､JNX上において ｢標準ネットワークシステム｣と ｢共通ネットワークシステム｣ との融合が可能に

なるという点である｡ このことは､｢共通ネットワークシステム｣が ｢商用ネットワークの集合体｣(注29)とい

う性格を新たに付与されることによって､JNXの展開可能性が飛躍的に広がるということを意味している｡

ところで､そうした可能性を提供しようとしているCSPが実際に存在するということにわれわれは注目しな

ければならない｡例えばCSP第-号であるトヨタ系プロバイダーである ｢トヨタ ･デジタル ･クルーズ｣社

(注30)がそれである｡すなわち同社の ｢D.e-Net｣(｢デイ ･イーネット｣)は､｢KDDIのⅠp-VPNを利用したネッ

トワークインフラで､自動車業界標準ネットワークであるJNXや各社のLAN-の接続など多用なサービスを

一つのアクセス回線で提供することができる高度な企業間通信ネットワーク｣であるとされる (注31)｡そ して

｢D.e-Net｣の特徴は､(イ)一本のアクセス回線でイントラネット､インターネット､JNXの利用が可能であ

る､(ロ)WDM(WavelengthDivisionMultiplexing;光波長多重化技術)により通信量の大容量化に成功 して

いる､(ハ)MPLS(MultiProtocoILabelSwitching;ラベルスイッチング技術)によるハイセキュリティーを
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保証している､(ニ)全国均一料金による通信コストの大幅低減を可能にしている-ことなどであるとされる

(注32)0

｢D.e-Net｣の以上の性格及び特徴をみると､CSPのネットワークシステム統合機能 (ilE33)によって､｢共通

ネットワークシステム｣としてのJNXは､｢商用ネットワークの集合体｣としての性格を新たに付与されるこ

とになり､さらに飛躍的に発展する可能性を獲得し得るということが明らかとなる｡

(5)新経営戦略支援システムとしてのJNX

では､JNXは自動車産業の企業経営戦略にとってどのような意味を持っているのか｡最後にこの点に触れて

おこう｡

① 情報ネットワークシステムと自動車産業の企業経営戦略

この間題を考えるに当たってはまず､そもそも情報ネットワークシステム自体が自動車産業の企業経営戦略

にとって如何なる意味を持っているのかを明確にしておかなければならない｡ところで自動車産業における情

報ネットワークシステム導入はこれまで自動車メーカーすなわちアセンブラー主導で選択されてきた｡何故な

らば､情報ネットワークシステムの選択は部品特性及び取引方式に左右されるからである｡ そのメカニズムは

以下の通りである｡ まず取引関係は部品の技術特性に依っている｡ すなわち､部品特性が (イ)特注部品なの

か､(ロ)それとも汎用部品なのか一 によって､取引関係もまた (イ)特定のパーツサプライヤーへ発注する

のか (この場合の取引はいわゆる ｢系列取引｣が中心をなすことになる)､(ロ)それとも市場を通じて購入す

るのか (この場合の取引は全て ｢系列外取引｣となる)- が決定される｡次いで情報ネットワークシステム

は取引方式に応じて選択される｡ すなわち取引方式が (イ)特注なのか､(ロ)それとも購入なのか一 によっ

て､情報ネットワークシステムもまた (イ)VPNなのか､(ロ)それともEC (ElectronicCommerce)なのか

- が選択されることになる｡このようにアセンブラーにとっては､如何なる情報ネットワークシステムを選

択するのかという問題は､技術的条件に基づく選択であると同時に､パーツサプライヤーとどのような関係を

結ぶのかという意味で- つまり系列取引関係を結ぶのかそれとも系列外取引を選ぶのかという意味で一 企業

経営上の選択でもあるのだ｡逆に云うと､情報ネットワークシステムの選択における一つの選択肢にすぎない

VPNが系列取引を前提にしている限り､パーツサプライヤーがアセンブラーのVPN導入を求められるという

ことは､当該パーツサプライヤーにとっては当該アセンブラーとの系列取引を余儀なくされるということと同

義なのである｡

しかしながら既に述べたように､｢専用ネットワークシステム｣- その典型がVPNであるが- は多回線 ･

多端末間題の深刻化を通じてアセンブラー ･パーツサプライヤー間においてこれまで支配的であった取引関係

すなわち系列取引の維持を技術的な面から次第に困難にし始めている｡しかも自動車産業の世界的再編成の中

では､アセンブラーとパーツサプライヤーの取引関係は､｢ネットワーク ･マニュファクチュアリング｣の進

展に伴う部品生産のモジュール化とも相まって､企業経営的な面からも垂直取引から水平取引へと次第に移行

し始めている (注34)｡従って技術 ･経営の両面で従来型取引関係であるアセンブラー主導の垂直的取引関係は

転換を迫られているのである｡ 云うまでもなくそのことは､アセンブラー主導の情報ネットワークシステムの

選択が次第に困難化し始めているということを意味している｡逆に云えばパーツサプライヤーにとっては情報

ネットワークシステムの選択如何によっては系列外取引の可能性が大幅に増大するということである｡かくし

て､パーツサプライヤーにとっては新情報ネットワークシステムの選択は企業経営上の戦略課題にも繋がりか

ねない重要問題なのである｡そればかりではない｡情報ネットワークシステムの選択が企業経営戦略にも関わ

-48-



る重要性を伴っているのはアセンブラーにとっても同様である｡つまりそれは､アセンブラーにとっても従来

の経営基盤をも揺 り動かしかねない大問題であるのだ｡

にもかかわらず､上述 した情報ネットワークシステムの選択における技術的制約- すなわちそれが部品特

性及び取引方式との関連性抜きには選択し難いという制約- をも無視出来ないとすれば､VPNをECに置き換

えるだけでは問題の解決にならないということもまた明白である (往35)0

① 企業経営戦略におけるJNXの意義

企業経営面から観れば､JNXは実は両者つまりVPNとECの間隙を縫って登場してきたのである｡JNXがそ

のベーシック･アーキテクチャーを何故 ｢共通ネットワークシステム｣に求めたのか｡それが､上記の技術的

制約の下でVPNをはじめとする ｢専用ネットワークシステム｣の限界を克服し得る唯一の情報ネットワーク

システムすなわち ｢エクス トラネットⅢ｣に他ならないからである｡

かくしてJNXは､(イ)パーツサプライヤーの新経営戦略展開- すなわち系列外取引の拡大に伴う新経営戦

略 (注36)の展開- を支援するとともに､(ロ)他方ではアセンブラーの経営戦略転換-すなわち取引関係多様

化の下での経営戟略の多様な展開- を促進するという可能性を秘めているのである.

しかしながらJNXがこうした新経営戦略展開及び経営戦略転換に貢献するためには､JNXが掲げるアプリケ

ーション共通化を巡る諸課題すなわち (イ)業務アプリケーションの共通化､(ロ)LCAクロスオーバー型業

務処理アプリケーションシステムの共同開発 (後述)､(ハ)さらにはクロスインダス トリー型業務アプリケー

ションの展開- などを解決することもまた必要なのである｡JNXの企業経営戦略上の意義と課題は正にこの

点にあると云えよう｡

なかんづ くJNXによるLCAクロスオーバー型アプリケーションの共同開発は､自動車産業の企業経営にお

ける環境負荷軽減問題の重要性に鑑み､今や経営戦略上死活的な課題であるとさえ云えよう｡ この点は次節で

さらに検討することにしよう｡

(注 1)村石治夫 ｢自動車業界におけるEDI取り組み状況について｣

[URL;httl)://www.ecom.or.il)/iedic/newslet/n26/n26.html]URLl/3参照｡

(注 2)加藤 贋 ｢デジタルプロセス実現のための業界共通ネッ トワー ク｣([社]日本 自動車工業界

rJAMAGAZINE [2000年3月号]』[特集/JNX<自動車業界標準ネットワーク>])

[URL;htt｡://www.llama.or.1'1)/lib/1'amagazine/200003/index.html]URLl/3-3/3･1/5-5/5参照｡

(注 3)例えば ｢エンジンルームレイアウト｣においてはソリッドデータを通じて500点以上の部品から構成さ

れ､200種類以上のアッセンブリバリエーションが可能になる ｢レイアウト設計｣が実現したとされる

(加藤 贋 ｢同上｣URLl/5参照)0

(注 4)｢所要量計算｣とは､商品開発部門から生産部門に伝えられる量産に必要な情報に基づいて､生産部

門がバリエーションごとの生産台数や個々の部品の必要な個数を決めることを指している (加藤 贋

｢同上｣URL2/5参照)0

(注 5)(社)日本自動車部品工業会加盟の会社数は2002年 7月現在で433社であり､加盟会社の自動車部品総

出荷額は2000年度で13兆6,863億円であったとされる (日本経済新聞2002年 7月19日より)｡内訳は､

車体部品､駆動 ･電動及び操縦装置部品､エンジン部品､電装品 ･電子部品及び計器類などのいわゆ

る ｢部品｣が12兆2,147億円と全体の9割を占め､カーラジオ及びカーステレオ､冷房装置及び暖房装
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置などの ｢用品｣が 1兆4,716億円であった (同上より)｡ さらに出荷額を企業規模別にみると､資本

金が100億円を超える上位部品メーカー (54社)の出荷額は全体の47.2%を占めているのに対して､企

業数としては全体の55%を占める資本金 5億円以下の中小メーカーの出荷額は全体の15%弱に過ぎな

いとされる (同上より)0

(注 6)野口貴史 ｢JNXとWebの統合ポータルサイトを構築/TPの取 り組み事例<3>･本田技研工業｣([社]

日本自動車工業界 『JAMAGAZINE[2001年8月号]』[特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣])

[URL;httT)://www.一ama.or.il)/13I)ublish/131/0108/index.html]URLl/3参照.

(注 7)なお､VPNジレンマは単に多回線 ･多端末間題だけではない｡VPNが､アセンブラーとパーツサプラ

イヤー間の "デジタル ･デバイド"問題一 言い換えればそれは大企業と中小企業間の '"デジタル ･デ

バイ ド"問題でもある- を惹起 しているということも見落としてほならないであろう｡(詳細は､

YasuhikoEbina'TheVirtualManufacturingandadesignofNorthEastInformationNetwork-

Thewayhowwecanovercomethe"DigitalDivide"inNorthEastAsianSMEslSmall&Medium-

sizedEnterprises】andgetthe"DigitalOpportunity"forthem-'[新潟経営大学紀要<第7号>]

[URL;httl)://www.bekkoame.ne.jl)/-ebina4/Kivo.7-0115.htm]pJ20-40を参照のこと｡)

(注 8)｢専用ネットワークシステム｣をプライベー ト･エクス トラネットという意味で ｢エクス トラネット

Ⅰ･Ⅱ[ExtranetI･Ⅱ]｣とみなせば､｢共通ネットワークシステム｣は非プライベー ト･エクス トラネ

ットという意味で ｢エクス トラネットⅠ･Ⅱ｣とは区別して ｢エクス トラネットⅢ｣とみなされるべき

である｡(詳細は拙稿 ｢アジア共生型 『ビジネス情報ネットワーク』の提唱一 新潟経営大学ビジネス

フォーラムの論点整理と課題-｣([潟経営大学 ･地域活性化研究所 『地域活性化ジャーナル』<第7

号>]p.3-30を参照のこと)0

(注 9)塩坂行雄 ｢JNXとは｣([社]日本自動車工

業界 『JAMAGAZINE [2001年8月号]』

[特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣])

URLl/3参照｡

(注10)因みに､日本の大手部品メーカーと中堅

部品メーカー197社を対象に日本自動車工

業会が行ったJNXへの期待調査によれば､

JNXに最も期待されているメリットはや

はりコス ト削減効果であったとされてい

る (図表 Ⅱ -3-21参照)｡

(注11)｢システム ･サプライヤー [System

Supplier]｣とは､エクス トラネットの運

営 ･管理者であるが､｢エクス トラネット

Ⅰ･Ⅱ｣の場合のそれは ｢システム ･サ

プライヤー 1･2｣であり､｢エクス トラ

ネッ トⅢ｣の場合にはそれは ｢システ

ム ･サプライヤー3｣ということになる｡

(詳細は拙稿 ｢アジア共生型 『ビジネス情

図表 Ⅰ-3-21 JNXに期待するメリット

回答会社数 (全体 :197社)

各社別のハード･ソフト購入費抑制

各社別のシステム管理運用費低減

各社別の回線数設置費 ･通信費抑制

回線接続費低減 (業者サービス向上)

安価な市販ハー ド･ソフ トの利用

グローバル化による通信費の低減

取引先拡大における障害の排除

海外得意先との直接データ授受

各社の情幸糾ヒ対応レベル向上

ア ドレスなどの調整不要

0
1

2

0拙051001050
(出所)庄司敏- r日本の自動車業界標準ネットワーク (JNX)の構造と

推進｣ (【社]日本自動車工業界 rJAMAGAZJNEl2000年3月号日
【特集/JNX(自動車業界標準ネットワーク)】)URL3/5よりO
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報ネットワーク』の提唱一新潟経営大学ビジネスフォーラムの論点整理と課題-｣[新潟経営大学 ･

地域活性化研究所 『地域活性化ジャーナル』<第7号>]p.3-30を参照のこと)｡

(注12)2002年 3月末については､JNX [URL;httD://www.inx.ne.1't)/]｢NewsRelease･,2001年度利用企業

目標数300社を達成｣より｡ (なお､2002年 2月末の承認済み企業数に関しては､中山 力 ｢部品メー

カーで効果が出始めた 『JNX』｣(NIKKEIDIGITALENGINEERING [2002年4月号])p.98より｡)

2003年12月26日現在に関しては､JNX【URL;httt)://www.1'nx.ne.1'D/]｢加入者リス ト｣より｡

(注13)先の自動車工業界の調査によれば､調査対象自動車メーカにおける1998年時点でのEDI採用率は10%

以下であったと報告されている [注10]で取り上げた調査を参照のこと)｡尤もその後EDI採用率は上

昇しているとされてはいるが､EDIが抱える構造上の複雑さ (図表エー3-22参照)がその普及の妨げに

なっていることもまた否めないようだ｡

図表Ⅰ-3122 EDIの階層別構造

(EDlの規格は､4つのレベルからなり､下位の規約から順に標準化されている｡第3レベルより上位は､ご

く一部を除き､まだ標準化されていない｡)

レベル分類 内 容 JSO規格 米国の規格 日本の実態

(第4レベル)取引基本規約 当事者間による個別契約VAN業務一括契約

(第3レベル)業務運用規約 国連で検討中 セキュリティ問題と考えられている 当事者間による取り決めEIAJ運用ルール業界VAN統一運用規約

(第2レベル)情報表現規約 ビジネスプロトコル ーSO9735 ANSlX.12 -シンタックスルール

-シンタックスルール (UN/EDIFACT) Cllシンタックスルール

-標準メッセージ JSO7372 EIAJシンタックスルール

-データエレメント (国連EDり -標準メ-セージ/データエレメン トEIAJ-ED暮標準石化協標準 etc.

(出所)ECRP(ElectronicCommerceResearchProject;電子商取引研究プロジェクト)より

(注14)中山 力 ｢部品メーカーで効果が出始めた rJNX』｣(NIKKEIDIGITALENGINEERING [2002年4

月号])p.100参照｡

(注15)CAI[アプリケーション共通基盤][URL;httT)://www.1'nx.ne.1'D/down load/Cai.Ddf]URL参照｡

(注16)JNXは､米ANXeBusiness社が三菱商事との合併で日本国内に設立したANXAP (ANXAsianPcific)

との間で､2003年 1月 1日よ り国際接続 サー ビス を開始 した (JNX ｢NewsRelease｣

[URL;://httT)://www.1.nX.ne.1'D/]より｡)この場合､セキュリティーを維持するために､相手方の

TP(TdadingPartner;ここではユーザ∵企業)が利用する暗唱方式 ｢IPSec｣における相違を残し

たまま相互接続を可能にするために､｢データー ･センター｣を通じての接続法式を採用したとされる

(中山 力 ｢JNX とANXの相互接続が11月に開始一 米国の自動車産業をまたぐネットワーク基盤に

-｣[NIKKEIDIGITALENGINIARING<2002年11月号>]p.48より.)

(注17)A-NXについては､拙稿 ｢アジア共生型 『ビジネス情報ネットワーク』の提唱一新潟経営大学ビジネ
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スフォーラムの論点整理と課題-｣(新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『地域活性化ジャーナル』[第

7号])p.3-30を参照のこと｡

(注18)若林忠彦 ｢海外 (米国ANX中心)の自動車業界標準ネットワークの最新状況｣([社]日本自動車工業

界 『JAMAGAZINE [2000年3月号]』[特集/JNX<自動車業界標準ネットワーク>])URL6/7及び韓

国自動車工業界 ｢KamaKNX:KoreaNetworkeXchangeJURL参照｡

(注19)若林忠彦 ｢同上｣URL4/7-5/7参照｡

(注20)日本の自動車メーカーの対中国進出状況については､エコノミス ト誌の特集記事 ｢第 1章 自動車産

業の戦場｣(『エコノミス ト』[2002年7月29日号<臨時増刊>]p.15-30)が詳しい｡

(注21)久保田卓夫 ｢JNXへのアプリケーション移行時の留意点/TPの取 り組み事例<2>･トヨタ自動車>｣

([社]日本自動車工業界 『JAMAGAZINE [2001年8月号]』[特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣])

URLl/4-4/4参照｡

(注22)野口貴史 ｢JNXとWebの統合ポータルサイトを構築/TPの取 り組み事例<3>･本田技研工業｣([社]

日本 自動車工業界 『JAMAGAZINE [2001年8月号]』[特集/業界 共通ネッ トワーク ｢JNX｣])

URLl/3-3/3参照｡

(注23)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状と今後｣(NIKKEIMECHANICALENGINEERING[2002年10

月号])p.102-103参照｡

(注24)同上 p.102より｡

(注25)同上 p.102-103より｡

(注26)なお､ホンダもまた ｢IMPACT-Ⅲ｣への移行 と同時に､業界標準データ形式採用にも取 り組んでいる

とされる｡すなわち､EDIデータ交換に関して､同社は自工会 ([社]日本自動車部品工業界)が標準

化を進めている ｢JAMA･JAPIAEDI-FACT導入ガイドライン｣を採用したとされる (中山 力 ｢自

動車メーカーIT化の現状 と今後｣[NIKKEIDIGITALENGINEERING<2002年10月号>]p.103参照)0

(注27)今井龍一郎 ｢JNXを機に社内システムを競合/TPの取 り組み事例<4>･富士重工業｣([社]日本自動

車工業界 『JAMAGAZINE [2001年8月号]』[特集/業界共通ネットワーク ｢JNX｣])URLl/3-3/3参

照 ｡

(注28)牧野成憲 ｢JNXはサプライチェーンの業界共通インフラ/TPの取 り組み事例<1>･デンソー｣ ([社]

日本 自動車工業界 『JAMAGAZINE [2001年 8月号]』[特集/業界 共通ネットワーク ｢JNX｣])

URLl/3-3/3参照｡

(注29)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状 と今後｣(NIKKEIMECHANICALENGINEERING[2002年10

月号])p.103より｡

(注30)｢トヨタ ･デジタル ･クルーズ｣社については､同社URL[httT)://www.d･cruise.co.iT)/d･cruise/]を

参照のこと｡なお､同社はJNXにお竹 る四つのCSPの中で530/o(利用企業数162社)と圧倒的なシェア

を占めている (同社URL[httl)://www.d-Cmise.co.1'D/d-cruise/service/cst)/torikumi.html]1/2より)0

(注31) トヨタ ･デジタル ･クルーズ社

URL[httDWWW.d-cruise.co.1't)/d-cruise/service/intranet/denet/index.html]1/3より.なお､ここで

はVPNはVirtualPrivateNetworkという意味で使用されていることに留意されたい｡

(注32)同上 URLl/3-2/3参照｡

(注33)｢トヨタ ･デジタル ･クルーズ｣社の ｢統合機能｣は､単に ｢D.e-Net｣上でのネットワーク統合だけ
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ではなく､｢u-DIEX｣(｢ユー ･ディー ･エックス｣)による ｢JNX対応統合EDIサービス｣を通じて､

ネットワークシステム全体に係わっている

(同社URL [httT)://www.d-cruise.co.1'T)/d･cruise/service/edi/u-die∑.html]1/3-3/3参照)｡

(注34)拙葡 ｢北東アジア 『バーチャル ･カー』構想一 情報ネットワークシステム下の北東アジア企業連携

-｣(ERmA 町情報ネットワークによる北東アジアの企業連携』[2001年 3月])p.41-52参照｡

(注35)ECを通じて自動車部品市場の世界的な制覇を狙ったいわゆるCovisint戦略が大幅な後退と修正を迫ら

れ (日本経済新聞2002年 7月 1日参照)､新たに､従来の部品調達方式をオープンな入札方式から技術

力や品質を事前評価する入札方式に切 り換える他､調達機能以外にも在庫管理やコラボレーション機

能などを強化するなどビジネス ･モデルの転換を目指している (中山 力 ｢自動車産業でネット調達

の活用が始まった｣[NIKKEIDIGITALENGINEERING<2002年 2月号>]p.113-115参照)のも､

こうした事情を反映していると考えられる｡

(注36)自動車産業におけるパーツサプライヤーは現在､環境 ･安全技術やモジュール化への対応､ITS (高

速道路交通システム)への対応さらには新製品開発などに対 してこれまで以上に重要な役割を果たす

ことが期待されてお り､そのためには､新たな経営戦略の展開-すなわちこうした分野への投資を大

幅に拡大し画期的な技術開発を進めるという意味でq)積極的且つ独自な経営戦略の展開- が必要とさ

れている (日本経済新聞2002年 7月10日参照)｡しかしながら､こうした経営戦略の展開が系列外取引

の拡大と表裏の関係にあるとされているということもまたわれわれは見落としてほならないのである｡

4.台頭する環境問題とLCAソフト開発の重要性

(1)EUにおける環境規制の強化

① EUの環境規制政策

ところで､EU市場では後述する ｢環境競争力｣が企業経営上不可欠な概念となりつつある｡ その背景には

ヲ一口ッパにおける環境規制強化の動きがあることを見逃せない｡それは大きく分けると三つの流れに整理で

きる｡ 一つは自動車産業に対するリサイクル指令 (ELV指令 と呼ばれる)であり､二つには家電 ･情報機器

を対象にしたリサイクル指令 (WEEE指令と呼ばれる)及び有害物質使用禁止指令 (ROHS指令 と呼ばれる)

であり､最後は全企業を対象にした有害物質使用規制強化の動きである｡

最初のELV指令は2000年10月に発効している｡ 内容は､解体業者などがユーザーから廃車を無償で引 き取

り､メーカーに回収 ･処理費用の大半を負担させるというものである｡リサイクル目標は2006年 1月から重量

ベースで85%以上､2015年 1月から同じく95%以上とするとされており､極めて厳しいものである｡ この他有

害物質の使用についても厳しい制限が設けられている｡(図表Ⅱ41参照.)

WEEE指令は2002年内に発効予定であり､リサイクル率を情報機器で65%､大型家電で75%とする予定で

あるとされる｡ ROHS指令はPBBとPBDBなどの使用を全面的に禁止している0 (図表Ⅱ4-1参照｡)

最後の全企業を対象とする有害物質使用規制強化は､(イ)年間の生産 ･販売量が 1トン以上になる化学物

質については登録制にし監視を強める､(ロ)そのうち取扱量100トンを超えるものやより危険性の高い物質に

関しては必要データの提出及び安全性についての追加試験を義務ずける､(ハ)発ガン性物質や長期間残留有

機汚染物質を許可制にする- などである (図表Ⅱ-4-2参照)(托 1)O
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図表 Ⅰ-4-1 自動車と電気 ･電子機器のEU指令 図表 Ⅰ-4-2 EU環境規制の概要

自動車に関する ○リサイクル率の 目標 :2006年以降85%､2015年以降95%

EU指令 ○使用禁止物質 :鉛､水銀､カ ドミウム､

(2000年10月発効) 六価クロム

○禁止時期 :2003-07年にかけて順次

電気 .電子機器に関するEU指令(2002年内にも発効) 廃製品のリサイクル

○リサイクル率の目標 (予定､熱回収を

除 く):AV機器 や情報機器 などで

65%､大型家電で75%など

特定有害物質の使用規制

○使用禁止物質 :鉛､水銀､カ ドミウム､

六価クロム､臭素系難燃剤のうちのP
BBとPBDE

(注)電気 ･電子機器に関するEU指令の対象は家電､情報 ･電子機器､電動工

具､玩具､医療機器､自動販売機など

(出所)日本経清新聞2002年10月25日より

化学メーカー(化学物質の製造 .販売) 生産1トン以上

登録制 E重き…

年100トン以上 し-

危険性高い物質 許可制 卜

ll

制販裁亮も停止や

石誉し字詰警晶 1

製 造 業 者 ､ 輸 入 業 者 安 全 性 な ど■…王室
土ヒ

(が ん 具 ､ 繊 維 な ど) ル モ ン念 も 朝 ロ義 務 ≒
販 売 並 介 警 誓 志 享子jl: -

消 費 者 ､ 市 民 -

(出所)日本経済新聞2002年8月14日より｡

かくして､とくに自動車メーカや家電 ･情報機器メーカはこうした厳しい環境規制をクリアーLEU市場に

参入するためには ｢環境競争力｣強化を余儀なくなれている｡ だがそればかりではなくこうした傾向は今や業

種を超えて全企業に迄及びつつある｡

そしてこうした ｢環境競争力｣強化の中心的な役割を担い始めているのが情報ネットワークシステムと融合

したLCAソフ トである｡例えばVDA (ドイツ自動車工業界)は､Audi､BMW､DaimlerChrysler､Ford､

Opel､Porsche､Volvo､VWなどからなるドイツ自動車メーカーと共同で開発したITapplicationLCAソフト

であるIMDS(InternationalMaterialDataSystem)を通 じて､ヘッドライト用自熱球に関しては､2015年には

95%のリサイクル率達成のメ ドが既に立ったと報告されている (注2)｡化学物質についても規制強化に対応す

るためのLCAソフトの開発がやはりVDAの手によって精力的に進められている (注3)0

② 製品コンセプト化したLCA

上記の環境規制の下では､それをクリアするために廃棄物処理､リサイクルそして排気ガス削減全体に関わ

る新製品コンセプ トが求められることになるが､それは製品設計においてLCAコンセプトを導入することを

不可避としている｡とくに排気ガス削減を求められている自動車産業の場合には､エンジン効率の上昇ととも

に車体軽量化による燃費向上が企業経営上死活的な問題となっており､そうした意味で ｢要素開発｣とりわけ

軽量金属材料の開発が急務となっており､そのためのLCAソフ トの開発が必要とされている｡ 要素開発論台

)頭 とともにソフト開発の必要性もまた高まっているという訳だ｡

そうした中で､EU自体が法的規制によってLCAコンセプ トそのものを製品コンセプトの不可欠な要素にし

始めていることにも注目しておかなければならない｡伝えられるところによれば､EUは電気 ･電子機器メー

カーなどに対して､環境に配慮した設計- すなわち ｢エコ ･デザイン｣- を義務づける法令の策定作業に入

ったとされる (注4)｡そうなれば､製品の原料調達 ･製造 ･輸送 ･使用 ･破棄に至るライフサイクルの殆ど全

てがLCA化されかつ規制の対象となる｡こうした ｢LCA規制｣下では､LCAソフトは設計ソフトの不可欠な

構成要素とされることになろう｡ その結果EUでは､LCAコンセプトを製品コンセプトの不可欠な構成要素と

することが法的にも強制されることになるのである｡
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③ ｢社会的市場｣の形成

EUにおける以上のような環境規制強化の動きがEU市場にも大きな影響を与えることは想像に難くない｡す

なわち､市場メカニズムに社会的な規制が加わりしかもそれが次第に強化されることにより､いわば ｢社会的

市場｣とでも呼ぶべき市場がそこに新たに誕生することになるからである｡(ここで想起しておかなければな

らないのは､EUがそもそも ｢社会同盟｣から出発し今なおその性格を保持しているということである (注5)0)

しかも ｢社会的市場｣形成は､単にEUレベルに止まっているだけではなく､今やグローバルに展開し始め

ている｡ 例えば自動車産業の場合､EU政府と日本政府は燃料電池やITS(高速道路交通システム)など次世代

自動車技術の規格統一に向けて交渉を開始したと伝えられる (注 6)｡それは自動車産業におけるEUの環境規制

強化や安全性強化の動きを反映したものであり､従ってそれ自体は､現在形成されようとしている新市場-の

日本の自動車メーカーの旺盛な進出意欲を示すものに他ならないのであるが (注7)､同時に､｢社会的市場｣を

世界に広めようというEUの狙いがそこには秘められているようにも見受けられる｡ しかもこうした動きは自

動車産業だけに止まっている訳ではない｡後述するように､日本の情報機器メーカーにも波及している｡従っ

て､環境規制問題に関しては今や ｢社会的市場｣が自動車産業､情報機器産業という主要産業を通じて世界的

に蔓延し始めているとも観られるのである｡

(2)日本におけるLCAの展開

LCAコンセプト(注8)は､日本においても現在業種を超えて急速に広がり始めている (注9)｡具体的な事例

を挙げると枚挙に暇がないが､その代表的なものを幾つか取 り上げてみると以下の通 りである｡

① 家電業界

まず家電業界においては､家電リサイクル法によって家電製品のリサイクルが義務づけられたために､リサ

イクルのためのLCAソフトの開発が急進展している｡例えば､三菱マテリアル社を中心にしてITタグ (注10)

を活用したLCAソフトの一種である ｢トレーサビリティー (Tracability;原料資材調達 ･生産 ･販売 ･消費

など製品ビジネス ･プロセスにおける履歴追求性を高めること) ･システム｣の開発が精力的に進められてい

る (図表Ⅱ-4-3-【1】参照)(注11)｡家電業界におけるトレーサビリティー ･システムの開発 ･導入がITタグ市場

の急速な発展の可能性 (図表Ⅱ-4-3-[2]参照)と密接に開通していることからも､それが情報ネットワークシス

テムとクロス-オーバーしていることは明らかである｡しかも､グローバル化の進展とともにこうしたクロス

オーバー化がまたますます必要性を増すものと考えられる (批 2)0

また､有害物質規制への対応も急速に広がろうとしている｡例えば東芝は､2005年3月迄に国内メカーとし

ては初めて産業用機器を含めた全製品で有害化学物質を代替品に切 り替える方針であるとされる (注13)｡また

日立製作所も製品設計時に電子部品などに含まれる鉛など有害物質の量を直ちに把握できる情報システムを開

発 ･導入したとされる (注14)｡こうした動きは他の電機メーカーにも急速に広がることが予想される｡

② 情報機器業界等

情報機器業界においては､｢グリーン調達｣の普及に伴って有害物質の使用制限 ･禁止やリサイクル率に関

する製品グループ別基準をLCAコンセプトに基づいて設定し部品調達先に提示する動きが､NEC､富士通､

ソニーなどの間で強まっているが (批 5)､その際LCAコンセプトと情報ネットワークシステムの融合を通 じて

生まれるLCAソフトが重要な役割を果たすものと想定される (ili16)oLかも化学物質や有害物質使用のチェッ
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クをはじめとする環境負荷低減システムが今や､企業別からさらにブレークダウンして生産ライン･装置ごと

に管理する体制へと移行し始めていることも見逃せない (tis:･17)｡またキヤノンは､日本の情報機器メーカーの

中では初めてEUの有害化学物質規制をクリアできる製品を商品化することになった､と報じられている(ii;･18).

さらに注目すべきは､キヤノン､NEC､ソニーなど情報機器メーカーを中心とする46社が化学物質など部

品に含まれる有害物質を対象に環境対策を施した部品を優先購入するために ｢グリーン調達｣の基準を統一し

たとされることである (釦 9).その際､(イ)使用状況の対象となる化学物質がほぼその全体に亘っていること

(図表 Ⅱ -4-4-【21参照)､(ロ)電子データを交換するソフトを整備 し､部品メーカー側の負担軽減を計っている

こと (図表 Ⅱ -4-4-【1]参照)､(ハ)｢基準｣を取 りまとめた ｢電子情報産業協会 (JEITE)｣が ｢欧州情報通信技

術協会 (EICTA)｣と ｢米国電子工業協会 (EIA)｣とも協議して取 りまとめに当たったことによって ｢基準｣

が "国際基準竹という性格を帯びていること- の三点からも明らかなように､それはEUモデルを踏襲してお

図表Ⅱ-4-3 ｢トレーサビリティー･システム｣

【1] 家電業界のトレーサビリティー･システム

(出所)日本経済新聞2002年9月26日より｡

[3] 食品トレーサビリティーシステム

(出所)日本経漬新聞2002年9月30日より｡

[2] lCタグを使った情報システムの市場規模

(億円)

250

200

150

100

50

0

く日本自動認識システム協会調べ)

199495 96 97 98 99200001 02

(年)
(出所)日本経済新聞2002年9月26日より｡

[4] 青果物ネットカタログの仕組み

(出所)日本経済新聞2002年8月8日より.
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【5] 農協のトレーサビリティー･システム

生産者 ｣■ 生産●読
'■■■パソコン上でチェック生産 .流通デ-タを店頭で壁

不 取り寄せ JJL.追履磨日召

小売店 ⊂- ._.......'■■

r流通デ-タを登録 (検討中)
# :㌫7-～
卸売業者

- 7-fタベI ,生産 .流通データを登録令

I L IスI

十 十 生産データを幸臨 ,'?.::撃.:.針 ..こ汐=...㌢′､:::

(出所)日本経済新聞2003年8月26日より｡

[6] 統一コードによるトレーサビリティーの概念図

高 雷 雲き き J+ ラ紺 寺 卸士◆ 芸 ◆社 尖 子 聖 ~会 パ .小 空T社 一 社

コ ‥慧若宗 幣 瓦 ∬ 0
I.メーカー名
ド.賞味期限

など6項目

(情iEO)管理)匝 同 トレ-サビリティーセンター l

(出所)日本経済新聞2003年12月20日より｡

り､しかもそれを部品メーカーに迄波及させる役割を担っていることが重要である｡

また富士通は､企業向けの情報システムやソフト･サービスでオフィスの環境対策に貢献する販売システム

を採用するとされる｡｢グリーン･ソリューション｣ と名付けられたソフ ト･サービスがそれであり､それを

購入すれば､例えばCO2排出量を15%以上削減できるとしている (注20)0

食品業界においても､｢食の安全性｣に対する世論の厳 しい指弾を背にして､やはり情報ネットワークシス

テムの活用を含めて トレーザビリイテ一 ･システムの開発が急ピッチで行われている (図表Ⅱ-4-3-【3日41参照)

(注21)｡さらに農産物においても､農協を中心に ｢食の安全性｣ という観点から生産 ･出荷する農産物を対象

にしてトレイサビリティー ･システム (図表Ⅱ-4-4-3-[5]参照)を構築する方針であるとされる (注22)0

この他､印刷業界 (注23)､精密機械業界 (注24)､一般機械業界 (注25)さらには重電機業界 (注26)などでもLCA

コンセプ トの導入に競って参入し始めている｡

このようにLCAコンセプ ト及びそのソフト化は今や､環境や安全の分野で急速に浸通 しかつ影響力を深め

始めているのであるが､そうした浸透 ･影響は情報ネットワークシステムとのクロスオーバーによって加速さ

れる可能性を秘めているということを見逃せないのである｡

(3)企業経営戦略化した自動車産業におけるLCAコンセプ ト

① 自動車企業経営とLCAコンセプト

環境負荷軽減が重要かつ急務となっている自動車業界においても､情報ネットワークシステムとのクロスオ

ーバー型LCAソフト開発は企業経営において今や戦略的な意味を持ち始めている｡ この点については以下の

七点を指摘 しておこう｡

自動車メーカーがLCAコンセプトを活用して自社製品のCO2排出量削減に動き出していることをまず指摘 し

なければならない｡例えば トヨタは､2001年6月に発売したミニバン ｢エスティマハイブリッド｣で初めて開
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発段階からLCAソフトを導入し､全工程でCO2排出量を通常のガソリン事に比べ33%削減したとされる ('il･:27)0

日産もまた同じく6月発売のスポーツセダン ｢スカイライン｣の前端部分にLCAコンセプトを適用しC02を

38%､N02を29%削減に成功したとされる (同)｡さらにホンダもまた自社が開発中の新車にLCAコンセプト

を適用する計画であるとされている (同)｡

二つには､LCAコンセプトは自動車業界におけるリサイクルシステムの形成に関わっている｡ 例えば､日

産は仏ルノーと共同でリサイクル車の設計を支援するシステム ｢オペラ｣を開発したと伝えられる (注28)｡ま

たトヨタはヨーロッパで廃車回収網の構築に乗 り出したと伝えられる (.ill:･29).こうした背景には､日本では

2002年7月に自動車リサイクル法が成立したこと､また前述したEUにおける廃車リサイクル利用の整備などが

挙げられる (注30)0

三つには､環境負荷軽減を計るために自動車部品の素材を分析するLCAソフト- 例えば ｢化学物質デー

タシー トシステム｣など- を共同開発する､など自動車産業に共通した課題に取 り組むことが試みられてい

る (注31)｡

四つには､自動車部品用金型の成型シュミレーションソフトの開発 (純32)もまた自動車産業におけるLCAソ

フト開発の進展に関わっていると想定される｡

五つには､資本系列を超えた ｢緩やかなネットワーク｣を舞台にして､環境技術を巡る自動車業界提携の動

きが活発化してきたことも見逃せないであろう (図表Ⅱ-415参照)Oまず､ トヨタが先行的に開発したハイブ

リッドシステムを巡るトヨタと日産との提携が挙げられる｡また､ホンダのV6エンジンのGMへの供給といす

ずの小型ディーゼルエンジンのホンダへの供給を介在させたホンダ･GM･いすずの提携がそれに続いてい

る｡ さらに次世代燃料技術の研究 ･開発を軸とする三菱自動車 ･ダイムラークライスラーなどの提携模索の動

きも無視できない｡自動車業界におけるこうした環境技術を巡る提携の動きは､日本の環境技術開発が先行し

ているだけに､現在のところ日本の自動車メーカーとくにアセンブラーを中心に進められてはいるが､それが

グローバルなレベルへと発展するにつれてパーツサプライヤーをも巻き込むことは必至であろう｡その結果､

既に進展している自動車業界の世界的な再編成は一層加速されるものと予想される｡その際重要なことは､再

編成の軸になるであろう環境技術提携自体がLCAコンセプトを重視するEUの環境規制や米カリフオルニヤ州

のゼロ排出ガス車法のクリアランスを契機としているだけに､その影響がLCAソフト開発を巡る自動車業界

の提携関係にも及ぶものと想定されることである｡

六つには､上述したEUにおける ｢社会的市場｣形成への日本の自動車メーカの対応如何が企業経営戦略に

も大きな影響を及ぼすということもまた見逃せない｡上記の環鹿技術を軸とする自動車産業における新たな提

携の動きもそうした影響と決して無縁ではないであろう (注 7参照)0

最後に､自動車メーカーがLCAコンセプトを自社の経営戦略として活用し始めていることも強調しておか

なければならない｡例えばホンダはこの点に関して画期的なシステムを開発したとされる (注33)｡一つは

｢ⅠiondaLCAデータシステム｣である｡ それは､環境負荷項目全てのインベントリー ･データ (素材/副資材/

エネルギーなどの使用量 ･廃棄量 ･リサイクル量に関するデータ)が一元管理され､必要な環境データが何時

でも引き出せるアプリケーション･システムであるとされる (図表 Ⅱ -4-6参照)｡もう一つは ｢HondaLCAマ

ネジメントシステム｣である｡ それは､環境負荷低減に取り組む各部門の活動を全ビジネスプロセスに亘って

展開していくためのアプリケーション･システムであるとされる (同上参照)｡しかも注目すべきは､双方と

もWebアプリケーションであるためにグローバルなレベルで取引先と共同使用が可能なネットワークシステ
■

ムであるということだ｡
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図表 Ⅰ-4-4 環境に配慮し部品購入

[1] 電子部晶の環境データの流れ

空士-: データ要請

- …提出要請 iI..言…………=l::::if.:≡ソ部 品タ集言フ卜ヨ 要 請 証回答データ幸字 書 :a:.葦 ㌶ r…電子メ -ル!フ口ツ ピ-≡ディス ク 回答データ

1デ ータ集計妻ソフト

げ -タ集計;圭ソフト
回答データ

…半纏達郎軒

(出所)日本経済新聞2003年8月26日より｡

図表Ⅰ -4-4

[2]使用状況調査の対象となる化学物質群

○カドミウム及びその化合物

○六価クロム化合物

○鉛及びその化合物

○水銀及びその化合物

○ トリブチルスズ-オキシ ド

○ トリブチルスズ類､ トリフェニルスズ頬

○ポリ臭化ビフェニール類

○ポリ臭化ジフェニルエーテル類

○ポリ塩化ビフェニール類

○ポリ塩化ナフタレン

○短鎖型塩化パラフィン

○アスベス ト類

○アゾ染料 ･顔料

○オゾン層破壊物質

○放射性物質

○アしチモン及びその化合物

○ヒ素及びその化合物

○ベリリウム及びその化合物

○ビスマス及びその化合物

○ニッケル及びその化合物

○セレン及びその化合物

○マグネシウム

○臭素系難燃剤

○ポリ塩化ビニール

○フタル酸エステル類

○銅及びその化合物

○金及びその化合物

○パラジウム及びその化合物

○銀及びその化合物

(出所)日本経済新聞2003年8月26日より｡

図表 Ⅰ-4-5 資本系列を超えた日本メーカ-の主な環境技術提携

環境 ･先進
技術車の基礎

l トヨ タ +_華#___l>i

I触媒技術供与-
ノヽ 千

r小型ディーゼルイ

ブリ エンジン供給

ツド -.堤 技′̀~

シスフ~ム供袷 技術 イ小

供

独フォルクス
ワーゲン

独 BMW

仏プジョー
シトロエン

バ
イ
オ
燃
料
共
同
開
発

燃料電池車
共同研究

(二重線 は資本提携､点線は検討段階)

(出所)朝日新聞2003年1月12日より｡
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図表 Ⅰ-4-6 ｢HondaLCAシステム｣

LCAデータシステム

図 - HondaLCAシステムの概要｡｢HondaLCAデータシステム｣と｢HondaLCAマネージメントシステ

ム｣で構成される｡

(出所)中山 力 ｢ホンダ､全事業領域のLCAシステムを構築 一 章1台のライフサイクルにおける環境負荷を評価 -｣ 【NIKKEIDlGITALENGINEEKfNG

(2002.8)2]p.33より｡

以上のことからも明らかなように､環境負荷軽減問題は今日では自動車産業の企業経営における戟略上の課

題になってお り (注34)､従ってLCAクロスオーバー型アプリケーションもまた今や企業経営戦略の一翼を担い

始めているのである｡

か くLで情報ネットワークシステムとのクロスオーバー型LCAソフトは､自動車産業にとって最 も重要な

競争力要因の一つになりつつある ｢環境競争力｣概念の中で今や中枢の地位を占めるに至っているのである

(図表Ⅱ-4-7参照)(注35)｡

② JNXクロスオーバー型LCAソフト開発の意義

ところで､以上のLCAソフトとくに自動車産業におけるそれにおいて注目されるのは､LCAコンセプトと

上述 したJNXの業務処理アプリケーションとのクロスオーバー型LCAソフト開発である｡何故ならば､LCA

ソフ トは､LCAコンセプ トと情報ネットワークシステムとの ｢親和性｣に依拠する両者の融合によって開発

されるのである以上､自動車業界においでも､情報ネットワークシステムとして ｢共通ネットワークシステム｣

が活用される限 り､LCAソフ トがJNXのクロスオーバー型ソフ トとして開発される必要性が増すのは当然で
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図表 Ⅰ-4-7 SynthesizjngLCAwithJNXontheboarderJessBPNresultinginthereinforcement
ofuEnvJ-ronmenta)CompetitivenessMinJapaneseautomotJ'veJ'ndustry

PLP

-■l■I--I-I-■■l
l
l
l
l
l

ヽ l
＼ I

LCA Network
/
′

＼
＼ヽ l

L---lb---■■一1---■一-■■-■●--1--JL■■---■■■

(Note)PI.P;PfanningProcess

(Note)PIP;PlanningProcess

PrP;ProductionProcess

MP;MarketingProcess

BPN;BusinessProcessNetwork

BIN;BusinessInformationNetwork

(Source)Yasuhiko Ebina｢A proposalofAsian Green Manufacturing Network- For the

formationofAsianEnvironmental&EconomicZone-｣(新潟経営大学紀要 [第9号])

[URL;httt)･//www.with･online.com/vasuhiko/Kivo9021020.htm]p.40より｡

あるからだ｡その場合さらに注目を要するのは､業務アプリケーションシステム共通化と要務処理アプリケー

ション共同開発との関連性である｡ とくにLCAソフト開発と上述したCAIとの結合 ･融合が可能になれば､そ

れは､LCAソフト開発に寄与するのみならず､業務アプリケーションシステムの共通化 ･多様化 ･高度化に

も貢献することになろう｡

かくして､JNXクロスオーバー型LCAソフト開発は､第Ⅰ部第1章で述べたように､エンジン効率の改善と

ともに車両軽量化によってCO2排出量の大幅な削減を求められている自動車業界にとって ｢要素開発｣とりわ

け軽量金属材料開発に大きく貢献することが期待されるのである｡JNXクロスオーバー型LCAソフト開発の

意義がまずこの点に求められるのは当然である｡

さらにJNXクロスオーバー型LCAソウト開発!ま､業務アプリケーションシステムの共通化 ･多様化 ･高度

化を通じて ｢共通ネットワークシステム｣としてのJNXアーキテクチャーの多様化 ･高度化にも繋がることが
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期待されるている｡ かくして､業務アプリケーションシステムの多様化 ･高度化を通じて ｢共通ネットワーク

システム｣もまた新たな展開が求められているのである｡JNXクロスオーバー型LCAソフト開発の意義はこ

の点にも求められよう｡

(4)｢LCA型デジタル ･エンジニアリング｣の提唱

① 日本の自動車業界におけるLCAコンセプトの整備 ･確立

前述したように日本でも自動車リサイクル法が成立したことを受けて､自動車メーカーは環境対策の中でも

とくにリサイクル対策を重視しそのためのLCAコンセプトの整備 ･確立とそのソフトウエア化に鋭意取 り組

み始めている｡そこでここでは､リサイクル性LCAコンセプトを中心にして検討してみよう｡

例えば トヨタ自動車を取 り上げた場合､その取 り組みは以下の通りである (注36)｡まずリサイクルを四つの

段階に区分LLCAコンセプトの整備 ･確立を計っている｡第一は開発段階である｡第二は生産段階である｡

第三は使用段階である｡第四は廃棄段階である｡ 開発段階は､(イ)リサイクル性事前評価のフロー､(ロ)

リサイクルに配慮した設計､(ハ)環境付加に配慮した設計- の三つのプロセスにブレイクダウンされる｡従

って同社は自社のリサイクル性LCAコンセプトを開発段階で確立しようとしている点をまず指摘しておかな

ければならない｡設計プロセスにおいては､一つには､材料の工夫としては､(a)樹脂材料におけるリサイ

クル性を重視し同社が独自に開発したTSOP(ToyotaSuperOlefinPolymer;リサイクル性を向上させた熱

可塑性樹脂)を取り入れた設計､(b)塩化ビニール樹脂の使用低減- を推進しており､二つには材料構成に

工夫を凝らしており､三つには分別の工夫を行っている｡最後の環境負荷に配慮した設計プロセスにおいては､

(a)鉛の含有量低減､(ち)廃棄に配慮したエアバッグの開発- の二つが試みられており､その効果は顕著

である｡

生産段階は､(イ)各種リサイクル材の積極的な利用､(ロ)樹脂材料のリサイクル技術確立､(ハ)ゴム材

称のリサイクル技術確立､(ニ)インス トルメント パネルのリサイクル技術確立､(ホ)ペットボトルのリサ

イクル技術確立- の四つのプロセスからなっている｡

使用段階は､(イ)バンパー回収リサイクル､(ロ)中古部品の利用拡大､(ハ)新冷媒HFC134aの回収 ･破

壊システムの構築､｢マこュフェス ト (管理票)制度｣運用支援､(ハ)販売会社の取 り組み支援- などのプ

ロセスからなる｡

廃棄段階は､(イ)シュレッダーダストの活用推進､(ロ)ニッケル水素バッテリーのリサイクルシステム確

立､(ハ)解体技術の研究､(ニ)部品リサイクルの促進､(ホ)関連会社との連携- などのプロセスである｡

以上から明らかなようにトヨタ自動車の場合は､リサイクル性LCAコンセプトの整備 ･確立をいわばボト

ムアップ方式で行っているのであるが､それが本格化し発展するにつれて､開発段階における整備 ･確立の必

要性が増すことはリサイクル論の本質から言って当然である｡そこで開発段階におけるリサイクル性LCAコ

ンセプトの整備 ･確立の必要性が高まれば高まるほど､LCAコンセプトと情報ネットワークシステムとのク

ロスオーバーすなわち両者の融合によるLCAコンセプトのソフトウエア化もまた求められることになろう｡

③ ｢3次元統合CAD/CAM/CAEシステム｣の導入と展開

ところで トヨタ自動車における情報ネットワークシステムの導入状況とりわけエンジニアリング分野におけ

るそれに日を向けると､そこでは画期的な展開が開始されていることに注目しなければならない｡同社は､デ

ザイン､ボディー設計､機能部品設計､NCデータ作成など主要な工程を全てカバーするシステムを導入し始
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図表Ⅱ-4-8 トヨタ自動車の｢3次元統合CAD/CAM/CAE｣システム

腫

l■『■■{l- ∫- ■{ll

白 白 日 デザイン .設計角掛 シュミレーション

… 三≒妻 幸 ≒ :辛
メー ル

E 5 畠 封 試 作 l
c A D 検 索

O A C A M _ -

■r

Ad+i+( 亥 劣+++++++ 菱冴 勉 L

I- - - I 統合化

∈ ∋∈ ∋ ∈ ∋ l 生 産 準 備/c A D % C A E データベース･プロダク トモデルデータ･各種技術情報など
C A T C A M 一 ■-+ー

O A

図 - システム構成｡ [1]は新システムで､統合されたデータベースを元に､各端末から各データを呼
び出せる｡ [2]は従来システム｡

(出所) ｢トヨタ自動車 統合CAD/CAM/CAEの導入進め､RP工程にも活用｣ (rNIKKEIMECHANICAL別冊j)P.132より｡
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めている.すなわち ｢3次元統合CAD/CAM/CAEシステム｣がそれである (絶37).その特質を挙げておくと

以下の通りである｡

まづ第一に指摘しなければならないのは､新システムと従来のシステムとの最も重要な相違がデータの互換

性にあるという点だ｡従来のシステムでは､各工程ごとにシステムをセパレートに使っていたのに対して (図

表Ⅱ-4-8-[2】参照)､新システムの下ではシステム間で相互にデータを共有することが可能になっている (図表

Ⅲ-4-8-【1】参照)｡ つまりこれまでは同一企業の内部においてすらシステム間におけるデータの互換性を欠いて

いたのに対して､新システム導入によって社内におけるデータの互換性が初めて保証されることになるという

訳だ｡

第二に重要なことは新システムの統合性である｡まづデザイン用サービスモデラ､ボディー設計サービスモ

デラ､機能部品設計用ソリッドモデラが統合されるとともに､CAD､CAM､CAEも統合される｡ その結果､

各システムは､全てワークステーションで稼働し､LANに繋がった端末からデータを自由に引き出すことが

可能になる (図表Ⅱ14-8-ll】参照).

その結果､設計部門の統合性と重要性が著しく高まることになる｡ それはトヨタ自動車における自動車製造

自体の効率化に大きく寄与することは言うまでもないが､見落としてはならないのは､それが上述した同社に

おけるリサイクル性LCAソフト開発に対しても重要な影響を与える可能性を潜ませているという点だ｡

(彰 次世代CAD環境への移行

ところで､上記の3次元CAD統合化とともにCAD環境そのものが次世代環境へと移行し始めていることに

注目しておかなければならない｡その背景には三つの要因が横たわっている｡

一つには､製造業とくにエンジニアリング部門においてCADデータが普及するにつれて3次元CADデータ

の占める比重が高まっており､とりわけ自動車産業においてそうした傾向が強いということが挙げられる｡例

えば､日経デジタル ･エンジニアリング社が実施したアンケー ト調査によれば (注38)､3次元化は､全体では

ほぼ半数の企業が50%以上に達しており､とくに自動車産業ではほぼ半数の企業が80%以上と回答していると

される (図表Ⅱ一4-9参照)(注39)0

二つには､3次元データそのものの高度化が挙げられる｡3次元CADデータはそもそも三種類-ワイヤー

フレーム ･サーフェースモデル ･ソリッドモデルーからなるが､このうち形状をより正確に表現できるのはソ

リッドモデルである｡ 従って､ソリッドモデルへの移行はある意味では時代の流れではあるが､自動車産業の

場合にはとくに移行のテンポが速い｡例えば､日本自動車工業会 (自工会)が行ったアンケート調査では(注40)､

自工会14社中10社が部品設計で既にソリッドモデルを活用しているとされている｡問題はソリッドモデルのソ

フ ト開発の困難性である｡ソリッドモデルは極めて高度であるために､そのソフト開発は自社開発が難しく､

結局外部の専門業者に依存せざるえず､その結果市販CADへの依存が強まることになる｡

三つには､自動車業界を取 り巻く環境変化もCAD環境の変化に関わっているという点である｡すなわち､

(イ)ITの急速な進歩と高度化は､ITツールの内製における限界性を強め市販ツールへの移行を促進し､(ロ)

ユーザー ･ニーズの多様化は､バリエーションの増大に伴うデータ管理の必要性を強め､(ハ)取引関係の変

化を伴う自動車業界の再編成は､系列取引の後退に伴う情報共有システムの発展を促した- という訳であ

る (注41)｡

以上を背景にして､3次元CADデータの開発は自社開発から市販CAD導入へと次第に変容を遂げつつある｡

その結果､自動車メーカーが導入しているCAD環境をみてみると､市販CADをベースにしているメーカーが
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図表 Ⅰ-4-9 3次元CAD導入比率

田 ほぼ100%Eヨ約90%団 約80%∈約70%図 約60%団 約50%m約40%区]約30%【ヨ約20%図 10%以下[コ分からない

金型､試作

家電 ･AV機器

産業用機械､
一般機械

20 40 60 80
(%)

図- 業界ごとの3次元化の状況｡自動車業界は他の業界と比べて3次元モデル活用の割合が高い｡

(出所)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状と今後｣ (rNIKKEIDlGlTALENGJNEERINGJ [2002年10月号])P.85より｡

図表 Ⅰ-4-10 市販CAD導入状況

三菱自動車
CATIA

CATIA

Ransult

CATIA

日産自動車
トDEAS

図 - 自動車メーカーが採用しているCAD環境｡市販CADをベ

ースにしている自動車メーカーがほとんどだ｡

(出所)中山 力｢トヨタの次世代CAD環境は混在型｣(rNIKKEIDJGITALENGlNEERINGJ

【2002年6月号】)P.91より｡
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図表 Ⅰ-4-11 トヨタ自動車の ｢3次元統合CAD/CAMCAE｣システムと次世代cAD環境

[1] 新システムの下でのCAD環境の変化

Cae山m

1985年
Caelum発売 -i

1990年

1995年
CaelumH発売-

2000年

部門別システム

lcADET ll TーNCA l

統合CAD/CAM

Pro/ENGJNEER

ユニット設計
(エンジン､

トランスミッション等)

[2】 V5アーキテクチャの下での各種ソフトウェア

図 - 仏DassaultSystemes社グループが展開する
｢v5アーキテクチャ｣の採用を表明しているベンダー｡

ただし､図研 を除いては トヨタ自動車の採用が確定
したシステムというわけではない｡

(出所)中山 力｢トヨタの次世代CAD環境は混在型｣(rNJKKEIDJGITAL

ENGINEERINGJ 【2002年6月号])P.89より｡

ボディ設計
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図 - トヨタ自動車のCAD環境

の推移｡部門や工程ごとに個別だ

ったツールを統一するため､1990
年代後半に ｢統合CAD/CAM｣へ
の 移 行 が 勧 め られ た ｡ 統 合

CAD/CAMの構築検討が始まった

当初は､1986年から外販 を開始

していた ｢Cae山m｣がその中核
となる可能性もあったが､実際に

は日本ユニシスの ｢CADCEUS｣

がベースとなった｡統合CAD/CAM
はサプライヤ向けに､ ｢Cae山m

ll｣として1996年に市販 される
ことになる｡80年代からエンジン

設 計 な ど で導 入 され て い た

Pro/ENGINEERは一時､統合

CAD/CAMへの完全移行が計画さ

れ た ｡ し か し ､ 現 在 で も
Pro/ENGJNEERの利用は継続され

ており､CATfAV5との2本柱で ト

ヨタ自動車の基幹CADとなった｡



今や殆どに達しているのである (図表 Ⅱ -4-10参照)｡つまりそれは､次世代CAD環境の姿が明確になりつつあ

るということをわれわれに示しているのである｡

ここで注目を要するのは､上述したトヨタ自動車の ｢3次元統合CAD/CAM/CAEシステム｣もまた対応を

開始していることである｡ 同社は､ボディ一系設計に仏DassaultSystems社の ｢CATIAV5｣を､またユニッ

ト系設計に米PTC社の ｢Pro/ENGINEERING｣を採用する方針であるとされる (注42)｡その結果､市販CAD

導入という次世代CAD環境の下で ｢3次元統合CAD/CAM/CAE｣システムは二つの重要な変化を遂げるこ

とになる｡一つは､システムの中に ｢Pro/ENGINEERING｣と ｢CATIA V5｣をそれぞれ組み込むというこ

とである (図表Ⅱ4-ll-【11参照)｡今ひとつは､ワイヤーハーネス設計機能､金型設計機能とともに各種シュミ

レーション機能が ｢V5アーキテクチャー｣(｢CATIAV5｣･｢ENOVIA｣[PDF<ProductDataManagements

ツール>>]･｢DELMIA｣[シュミレーションツール]からなる)の下で飛躍的に高められるということであ

る (図表Ⅱ-4-ll-【2】参照)｡

そのことは云うまでもなく､上述したリサイクル性LCAソフト開発を初めとする同社のLCAソフト開発力

(注43)- とりわけ開発 ･設計投階におけるそれ- を飛躍的に強めることに繋がるものと期待されるのである｡

④ ｢LCA型デジタル ･エンジニアリング｣の提唱

日本の自動車業界においてはLCAソフトの開発はリサイクル性LCAソフト開発の必要性から出発している

が､上述したように､EUにおいては､廃棄物処理､リサイクルそして排気ガス規制という環境規制全体に関

わるLCAコンセプトの導入が既に求められており､そのために新製品開発においてLCAソフトを装填 した

｢エコ ･デザイン｣が不可欠となり始めている｡ そのことは､グローバルな市場展開を必要とする日本の自動

車メーカーにとってもLCAソフト装填型新製品開発の必要性が今や目前に迫っているということを意味 して

いる｡その意味で､日本の自動車メーカーは､問題を先取りするという観点から､むしろデザインを含むエン

ジニアリングそのものをLCA化するという発想つまり ｢LCA型デジタル ･エンジニアリング｣(｢エコ･エン

ジニアリング｣)の導入を急ぐべきであろう (注44)｡その場合､データの互換性とシステムの統合性は単にアセ

ンブラーだけではなくパーツ ･サプライヤーをも包含した日本の自動車産業全体の問題に発展することは不可

避であると想定される以上､二つのデバイドすなわち "デジタル ･デバイド と "グリーン･デバイド"の双

方を回避するという二重の意味で ｢共通ネットワークシステム｣としてのJNXの重要性が今後ますます増すこ

とは疑いを入れないであろう (注45)0

(注 1)EUはさらに強力な有害物質使用規制を打ち出す方針であるとされる｡新方針は規制対象を拡大し化学

物質全般を対象としており､しかもその安全性を全面的に規制しようとしている｡ その影響は数百億

ユーロに及ぶと観られており､関連業界にとっては企業の存続にまで係わる死活問題とすらなる可能

性が強いと観られている｡(日本経済新聞2003年7月15日より｡)

(注 2)VDA;InternationalMaterialDataSystem参照｡

(注3)KeynoteSpeech｢TrackingofchemicalingredientsofPartsandAssemblesintheGerman

automotiveindustry｣参照｡

(注 4)日本経済新聞2002年12月29日参照｡

(注 5)EUがそもそも ｢社会同盟｣という性格を色濃 く帯びて発展 してきたという点については､拙稿 ｢A
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proposalofAsian GreenManufacturingNetwork-FortheformationofAsianEnvironmental&

EconomicZone-｣(新潟経営大学紀要 [第9号])Chapter4 [Note5]<p.43>を参照のこと｡

(注 6)読売新聞2003年 5月11日参照｡

(注 7) トヨタ自動車は､仏プジョーシェトローユングループ (PSA)や独フォルクスワーゲン (VW)と部

品共通化に動き出したが､こうした提携は､ トヨタ社がEU市場へ参入するためにEUの厳しい環境規

制をクリアしようとしているためのものだとされている｡PSAとは､六価クロムなどの環境汚染物質

を使わないボル トの共通化であり､2006年に日欧で発売する新車でそれを使用するとのことである｡

またVW とは､リサイクル技術を共同研究してお り､部品共通化に向けて調整を進めるとのことで

ある｡(日本経済新開2003年 6月10日を参照のこと｡)(なお トヨタ自動車は､｢品番｣の世界的な統一

- いわゆるカンパン方式のグローバル化- のために､27カ国 ･地域に亘って展開する同社の約60の拠

点での開発 ･生産 ･調達を一元的に管理する世界最大級の情報ネットワークシステムを2003年秋以降

に導入する計画であると伝えられている [日本経済新聞2003年 6月10日参照]｡他方同社は後述するよ

うに [注44参照]､2005年から全車種に亘って開発投階からLCAソフトを装填する方針であるとされる.

従って､こうしたグローバル情報ネットワークシステムやLCAソフトの全面的な活用による ｢LCA戦

略｣- しかもこれまた後述するように [注44参照]両者は融合する可能性すら秘めている- がEU環

境規制対策としての上記の同社の部品共通化政策とどのような関わり合いを持つことになるかは､同

社の ｢LCA戦略｣のグローバルな展開如何という観点からも､大いに注目されるところである｡なお､

三菱自動車もまた国内外に跨る全社規模のグローバル情報ネットワークシステムを構築したと伝えら

れる [日経メカニカルD&M<2003,07.10>より]｡)

(注 8)LCAコンセプ トについては､産業環境管理協会 [URL;httT)://www.1'emai.or.1'T)/index-1'.asD]を参照

のこと｡なおその活用例を挙げると､次の通 りである｡自動車の場合､走行距離9.4万kmでCO2排出量

は26トンに達するが､それをライフサイクル別に区分すると､86%が走行中に排出することが判明し､

その結果排出量削減のターゲットもまた明確になり車体軽量化やエンジン効率の引き上げなどに置か

図表 Ⅰ-4-12 ライフサイクル別CO2排出量

[1] 自動車CO2排出量内訳

日本の平均的乗用車(2000cc) 日本自動車工業会参考

走行9,4万Km

(出所)蝦名保彦 ｢マグネシウム開発の事業化に関する研究｣ (新潟経営

大学 ･地域活性化研究所 r地域活性化ジャーナルJ【第4号])

P.12より｡

[2] デスクトップパソコンCO2排出量内訳
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製造 1.72%
読通 O.01%

出典 :富士通 (樵)

co2排出量 合計343kg-CO2 tT91,E9';,紬 矧

(出所)里深文彦 ｢環境を軸に生活をデザインする｣ ([社】生活経済政

策研究所 r21世紀社会のアジェンダ研究j【NO.3】)P.16より｡



れるという訳だ (図表Ⅱ一4-12-【1】参照)｡またデスクトップパソコンの場合､CO2排出量は343kgとなる

が､それをライフサイクル別に区分するとやはり使用中に66%排出することが判 り､その結果対策の

焦点もそこに絞られることになる ((図表Ⅱ-4-12-[21参照)｡

(注 9)日本経済新聞社が行った ｢第7回環境経営度調査｣(日本Iの有力企業3,926社を対象としている)によれ

ば､LCA導入比率は､製造業平均で35.6%を記録しており､なかでも電機産業では44.2%に達している

とされる (日本経済新聞社2003年12月4日より)0

(注10)ICタグとは､ICチップを埋め込んだタグ (荷札)のことである｡それは､電波を発する小型アンテナ

と､書き込み可能なICチップを埋め込んだ小型のタグであるが､容草の面で従来のバーコー ドに比べ

て20-40倍のデータを盛 り込めるために､その用途はバーコー ドよりも遥かに広いとされいる｡

(注11)日本経済新聞2002年9月26日参照｡

(注12)これに関連して､例えば神里達博氏は ｢標準データスキーム｣の構築を提唱されている｡すなわち､

グローバル化を先取 りして､データの構造､更新 ･拡張の規則などを決め､それを将来の機能拡大に

備えて次世代言語であるXMLなどの標準的な形式で記述することを提唱されている (神里達博 ｢食の

履歴システムの可能性｣[日本経済新聞2002年12月21日]参照)0

(注13)日本経済新聞2003年6月30日より｡

(注14)日本経済新聞2003年7月2日より｡

(注15)例えばNECに関しては日本経済新開1999年3月21日を参照のこと｡ 富士通に関しては､同2001年 5月

26日を参照のこと｡(なお富士通については､半導体製造部門を中心にして､資材の環境負荷と調達コ

ス トを一元的に評価する手法を独自に開発したとされる [日本経済新聞2004年2月16日より]｡それは

LCAコンセプトの複合的活用という意味で ｢マルチLCAシステム｣とでも呼ぶべきものであろう｡)

ソニーについては､同2001年7月16日を参照のこと｡またリサイクルに関しても､NEC(日本経済新

聞1999年3月21日参照)や富士通 (同2001年 5月26日参照)がリサイクル対応型製品の開発を進めて

いる他､日本IBMと日立製作所は､インターネットを使って廃棄パソコンの共同リサイクルシステム

を稼働させているとされる (日本経済新聞2002年4月4日参照)｡尤も､こうした ｢グリーン調達｣が

調達条件を充たし得ない企業なかんづくパーツサプライヤーの安易な切 り捨てに利用されるならば､

それは "グリーン･デバイド に繋が りかねないということもまた指摘 しておかなければならないで

あろう｡

(注16)NECは情報ネットワークシステム ･クロスオーバー型LCAソフトをさらにIT調達に結びつける可能性

を探っているようだ (日本経済新聞2001年3月21日参照)0

(注17)例えば横河電機は化学物質の管理を生産ライン単位で行っており､NECもまた環境負荷低減を半導体

関連装置ごとに行っているとされる (日本経済新聞2002年8月9日参照)0

(注18)日本経済新開2003年9月2日より｡キヤノンはさらに､同社の売上高の 9割を占める主要製品につい

てLCAを導入し､その結果を公表するとしている (日本経済新聞2003年12月9日より)｡その結果同

社は､前述した日本経済新聞社の ｢第7回環境経営度調査｣においても､環境対策の面で､調査対象

となった約4,000社中トップの地位を占めるに至っている (日本経済新聞2003年12月4日参照)0

(注19)日本経済新聞2003年8月26日より｡

(注20)日本経済新聞2003年12月3日より｡

(注21)例えば､マルハはトレイサビリティーシステムを使って台湾 ･中国からの生鮮食料品なども含めて原
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料調達や製造工程の履歴をチェックするとされる (日本経済新聞2002年9月30日参照)｡キューピーも

また同システムを導入し離乳食やマヨネーズなどの原料調達 ･製造工程の履歴をチェックする方針で

あるとされる (同上)｡またイオンは､契約農家3,500戸と組み､青果物の生産履歴､生育状況などの

情報を即座に把握する新システムを稼働させると伝えられる (日本経済新聞2003年9月3日より)｡さ

らに農水省は農畜産物の生産 ･流通経路をインターネットによって確認できる仕組みを導入する予定

であるとされる (読売新聞2002年4月12日参照)｡独立行政法人 ｢食品総合研究所｣も1,700品目に及

ぶ野菜や果実の生産 ･流通方法をやはりインターネットを使って消費者に碇供する ｢青果物ネットカ

タログ｣を稼働させようとしているとされる (図表Ⅱ-4-3-【4】参照)｡さらに注目すべきは､食品加工業

界におけるトレイサビリティー ･システムの統一コー ド化の動きである｡すなわち､キューピー､菱

食など食品関連企業とNTTデータの23社は､ トレイサビリティー ･システムに使用される識別番号体

系を統一することになったとされる (図表 Ⅱ -4-3-[6】参照)(なお､詳細については日本経済新聞2003年

12月20日を参照のこと)0

(注22)日本経済新開2003年 8月26日より｡なお､農協は全国内農産物の6割を扱っているとされる｡

(注23)例えば､大日本印刷は容器包装製品をLCAソフトで分析し､環境負荷の少ない製品を納入先に提案し

ているとされる (日本経済新聞1999年4月30日参照)0

(注24)例えばキヤノンはLCAコンセプ トに基づき製品の環境負荷を設計段階で評価できる情報システムを

2003年内に開発し､それを自社製品である複写機やプリンターなど事務機器に導入し2004年 1月から

その運用を開始する予定であると伝えられる (日本経済新聞2003年 7月10日参照)｡同社は､同システ

ム導入を通じて全ての新製品で発売と同時に環境負荷データを公表することにより ｢環境性能｣を消

費者にアピールし自社製品の販路を拡大しようという訳であり､その意味で同社の場合はLCAコンセ

プトを環境負荷低減のみならずマーケティング戦略としても活用せんとしている興味深いケースであ

ると云えよう｡

(注25)例えば日本精工はベアリングなど自社製品の環境負荷をLCAソフトで測定し公表するとしている (日

本経済新聞2001年8月18日参照)0

(注26)日立製作所もまた自社製品の環境負荷低減のためにLCAコンセプ トを導入する方針であるとされる

(日本経済新開1999年4月30日参照)｡

(注27)日本経済新聞2001年 7月22日参照｡

(注28)日本経済新聞2003年 1月29日参照｡

(注29)日本経済新聞2002年 8月13日参照｡

(注30)デンソーやカルソニックカイセンなど大手自動車部品メーカーもまた､廃車リサイクルを呪んで相次

ぎ製品の素材に利用している鉛と塩ビ (塩化ビニール樹脂)の削減 ･廃止に動き出しているとされる

(日本経済新聞2003年7月8日参照)0

(注31)福間康浩 ｢JNXの将来について｣([社]日本自動車工業界 『JAMAGAZINE[2001年8月号]』[特集/

業界共通ネットワーク ｢JNX｣])URL2/3参照)0

(注32)日産自動車､仏ルノーそれにダイムラークライスラーは協力して､自動車部品用金型の精度を上げる

シュミレーション･ソフトを開発した｡その結果､金型設計の妥当性を評価する手法を確立 したとさ

れる (日本経済新開2003年11月21日より)｡なおこの共同開発には､新潟県の有力金型であるツバメッ

クスも参加している (同上より)0
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(注33)中山 力 ｢ホンダ､全事業領域のLCAシステ

ムを構築一 車 1台のライフサイクルにおける

環境負荷 を評価 -｣[NIKKEIDIGITAL

ENGINEERING<2002.8>]p.33参照)0

(注34)日本の自動車メーカーのシェア (世界販売シェ

ア)アップはこのところ顕著である (図表Ⅱ-4-

13参照)02001年のシェアをみると､まず トヨ

タは前年比0.4ポイント上昇 し10.3%と始めて

"ビッグ3"の一角に食い込んでいる｡ ホンダ

も0.2ポイント上昇し4.6%と前年の9位から7

位- と躍進 している｡ さらに日産も4.5%､第

9位と頑張っている｡こうした日本車の躍進は､

日本企業の環境問題への取り組みが次第に顧客

に評価され始めていることと決して無関係では

ないものと想定される｡

尤も､両者の関連性を論 じるためには､｢環境

マネジメント｣論の観点からさらに研究する余

図表 Ⅰ-4-13

2001年自動車世界販売 ･シェア

①GM (栄)

②フォード(栄)

(勤トヨタ (El)

④フォルクスワーゲン (独)

⑤ダイムラー (独･米)

⑥プジョー (仏)

⑦ホンダ (日)

⑧現代 (韓)

⑨日産 (日)

⑬ルノー (仏)

⑫三菱自 (日)

⑬マツダ (日)

(単位 :%､万台)
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(出所)日本経済新聞2002年5月21日より｡
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地が残されてはいるが､自動車産業における競争力決定要因としての環境問題の重要性が次第に高ま

りかつそれに対して日本車が健闘していることは確かである｡ 伝えられるところによれば､ブッシュ

政権が環境保護政策に極めて否定的にもかかわらず､2002年 7月22日､米カルフォルニア州は自動車

の排ガス規制条例を全米で初めて独自に決定したとされる (日本経済新聞2002年 7月23日より)｡しか

もこうした動きは今後ニューヨーク州をはじめ他州にも広が り全米にも波及する可能性を学んでいる

と伝えられる (同2002年 7月23日及び2002年 7月24日より)｡その意味でカリフォルニア州の決定は､

米環境政策としても画期的なものと評価される｡ (尤も "ビッグ3"を中心とする米自動車業界はカリ

フォルニア州の決定を違法だとして碇訴する動きを示していると伝えられてはいるが [同2002年 7月

24日より]｡)そのことは､環境負荷軽減力こそが今後の自動車産業における最も重要な競争力決定要

因となる可能性が強いということを示唆しているものと云えよう｡ しかも注目すべきは､カリフォル

ニア州への燃料電池車の売 り込みを巡ってホンダ､ トヨタ､ダイムラー ･クライスラー､フォー ド､

GMなど世界の自動車メーカーが早 くも一斉に走 り出しているということである｡その中で日本車の

健闘振 りがとくに目立っている｡例えば､ホンダは自社の燃料電池車 ｢FCX｣の販売権を世界で初め

てカリフォルニア州からしかも最初の自動車メーカーとして獲得したとされている (同2002年 7月25

日より)0

(注35)｢環境競争力｣及びそれに裏付けられた ｢環境マネジメント｣については､拙稿 ｢環境競争力｣につ

いては､地名保彦 ｢『ボーダレス経営』を巡る論点整理｣([新潟経営大学 ･共同研究 『アジア企業進出

を巡る問題点と課題一 新潟県中越集積企業の ｢ボーダレス経営｣研究-』[2003年11月]p.176-177

[URL;http://www.with-online.com/vasuhiko/kenkvuO21203Jltm]を参照のこと｡ また環境マネジ

メント論に関しては､鷲尾紀書 ｢環境経営の概念に関する一考察｣(名古屋産業大学 ･名古屋経営短期

大学環境経営研究所 『環境経営研究所報』[第1号<2002年 3月刊>])p.23-36が詳しい｡
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なお､環境競争力概念に関連して､永田勝也教は ｢成長する製品｣コンセプトとして下図に示すよ

うな興味ある指摘を行っておられる (永田勝也 ｢環境に配慮した製品設計はいかに行われるか- リサ

イクル設計とライフサイクルアセスメントの展開-｣

[URL;httt)://www.nagata.mech.waseda.ac.let)/1)eODle/nagata-1'.html]参照)0

ここでは新たなコンセプトの提示というよりもその必要性を事例を示して指摘されているに過ぎな

いとも云えるが､しかし見過ごしてはならないのはこうした指摘の背後にある "思想"の重要性であ

る｡つまり､従来の経済学が教えるところによれば環境負荷低減は外部不経済の内部化すなわち単な

るコス ト要因と見なされてきたのに対して､ここではそれを製品の ｢成長性｣すなわち新たな競争力

源泉と見なしている点である｡ 競争力源泉を専ら経済的要因と価格要因にのみ求めてきた経済学や経

営学からは決してこうした発想は生まれない｡その意味で永田教授の指摘は､われわれに対してこれ

までの競争力論すなわち経済的 ･価格的要因による一元的決定卸 こ基づく競争力論の根本的な変更を

迫る重要な指摘であると云わなければならないのである｡

"成長"する製品のコンセプト

現在の工業製品 "成長"する工業製品

買ったときが最高の性能 買ったときから徐々に良くなる

買い換えさせて利益を得る 使用途中で性能を向上させて利益を得る

修理せずに捨てる 修理より復元から向上へ

短期視点の設計 長期視点に立つ設計

技術の安売り 技術に正当な対価を

耐久 "消費財" 耐久 "向上財"

(注36)TOYOTAINTERNETDRIVE｢企業情報一環境-の取 り組み｣

[URL;httl)://www.tovota.co.1'l)/coml)anV/eco/recvcle/develol)ment1.html]参照｡なお トヨタ自

動車は､1998年3月に製品開発に関する環境マネジメントシステムにおいて､日本の自動車業界では

初めてISO14001認証を取得している｡

(注37)NIKKEIMECHANICAL誌 ｢トヨタ自動車一 統合CAD/CAM/CAEの導入進め､RP工程にも活用｣

(NIKKEIMECHANICAL別冊)p.132-135参照.なお､ トヨタの ｢統合CAD/CAM/CAE｣におけ

る3次元CADデータはCADCEUSをベースにしている｡ また新システムは､業界団体である ｢自工会｣

([社]日本自動車工業会)が開発したIGESの運用標準であるJAMA-1Sのトランスレーターを標準装備

している｡ところでここでもまた注目しておかなければならないのは､｢3次元統合CAD/CAM/CAE

システム｣もまた､同社が導入せんとしている新グローバル情報ネットワークシステム (注 7参照)

との関連性が問われることになるであろう､ということだ｡

(注38)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状と今後｣(NIKKEIDIGITALENGENEERING[2002年10月号])

p.85より｡

(注39)自動車産業において3次元CADの導入がとくに進んだのにはそれなりの理由がある｡一つは､外観デ

ザインにおける ｢自由曲面｣の多用性が内製3次元CADの導入に繋がった｡ 二つには､ボディーなど

の大型部品が試作コス トを高めるためにシュミレーションの活用を促した｡ 三つには､部品点数が多
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く (2万から3万点に及ぶ)しかも特注部品の占める比率が高いために､新型車を開発するたびに部

品の設計 ･試作 ･実験のための3次元CADが必要とされ た｡(中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状 と

今後｣(NIKKEIDIGITALENGENEERING [2002年10月号])p.79参照｡)

(注40)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状と今後｣(NIKKEIDIGITALENGENEERING[2002年10月号])

p.85より｡

(注41)中山 力 ｢自動車メーカーIT化の現状と今後｣(NIKKEIDIGITALENGENEERING[2002年10月号])

p.79参照｡

(注42)木村知史 ｢トヨタ自動車が 『CATIAV5』導入を決定｣(NIKKEIDIGITALENGENEERING [2002

年 5月号])p.36参照｡

(注43)なお トヨタ自動車は､LCAの評価対象項目として ｢地球温暖化 (燃費)｣､｢大気汚染 (排気ガス)｣及

び ｢資源枯渇 (リサイクル)｣を設定し､それらに対する同社独 自のLCAソフトを開発 し､それを

｢エコ ･デザイン｣として開発 ･設計段階に装填することによって ｢インベントリー分析｣を行いかつ

｢環境影響評価｣を試みている (｢TOYOTALCAReport｣

lURL;httl)://www.tovota.co.1'T)/coml)anV/lcarel)Ort/mainc.html]を参照のこと)｡例えば､同社

が ｢エコカー｣として開発したES3(イー ･エス ･キュービック)､プリウス､エステマハイブリッド

についての ｢インベントリー分析｣及び ｢環境影響評価｣を大気汚染項目を中心に算定している｡そ

れによれば､まずES3については､ トータルライフでCO2排出量を32%､NOX排出量を44%と大幅に

低減できるとしている｡ その結果､温暖化や大気汚染に対して大きな改善効果を期待できるとしてい

る｡ とくにCO2排出量については､ボディーの材料としてアルミ合金を使用 した結果､車体軽量化に

成功し､走走距離33,000kmを境にして低減効果が累増すると測定している｡(尤も､ここで注意を要す

るのは､アルミ草は ｢資源枯渇｣に対しては環境負荷を増すという測定結果が出されていることであ

る｡これは､ステンレスに含有されている希少財であるニッケルの使用にも負っているが､アルミ合

金の使用にも関わっている可能性もある｡ 前述したように [本報告第 Ⅰ部<拙稿> ｢マグネシウム合

金開発の方向について｣参照)､アルミ合金はリサイクル性には富んでいてもエネルギーについては多

消費型であるからだ｡)さらにプリウス､エステマハイブリッドについても､同様の効果が期待できる

とされている｡

(注44)トヨタ自動車は､2005年以降同社が開発する全車種に開発段階か ら新LCAソフ ト ｢ECO-VAS<

VehicleAssessmentSystem> [エコバス]｣を装填すると発表した (日本経済新聞2003年 6月17日よ

り)｡新ソフトは二つの特徴を備えている｡一つは､環境問題に対して設計段階からしかも総合的に取

り組むためのソフトであるということだ｡すなわちそれは､(イ)車両開発の企画段階で ｢環境負荷低

減目標値｣を設定し､(ロ)設計 ･試作段階で達成状況をチェックし､(ハ)評価結果をフィー ドバ ッ

クする- というプロセスを繰 り返すことによって､調達 ･生産から消費 ･廃棄に至る全過程で､燃

費 ･排ガス ･騒音 ･リサイクル性 ･CO2排出量など自動車に係わる殆ど全ての環境負荷要因を事前に

評価しチェックしかつ軽減するためのソフトである､とされる｡二つには､新ソフ トが2004年以降か

ら稼働する予定の同社の新コンピューターネットワークシステムと結合 ･融合しているという点であ

る｡新コンピュータネットワークシステムは同社が一方で開発を進めているとされるグローバル情報

ネットワークシステムの一環をなす可能性を有している｡そのことは､同社のグローバル情報ネット

ワークシステムにも ｢ECO-VAS｣が装填されるということを意味する｡ その意味で､新LCAソフ ト
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｢ECO-VAS｣は､単に同社の全新規開発車両に搭載されるという点で画期的であるばかりではなく､

そのグローバルな展開を通じて､生産 ･販売両面に亘る同社の世界的経営戦略にとっても画期的な意

味を持つことになる｡要するに ｢ECO-VAS｣は､ トヨタ社にとっては環境問題が今や同社の世界経

営戦略上の最重要課題の一つとなり始めているということを如実に示 しているのである｡ (なお
!

｢ECO-VAS｣の詳細については､ トヨタ社のニュースリリーフ ｢トヨタ､『自動車環境総合評価体制』

を強化一 車両開発責任者による新しい環境評価システム 『EC0-VAS』を導入-｣

[URL;httT)://www.tovota.co.1'T)/1'1)/news/03/fun/ntO3049.html]を参照されたい.)

(注45)この点に関連して､上述したJNXのCSPである ｢トヨタ･デジタル ･クルース｣社は興味深い指摘をi

行っている｡すなわち同社は､(イ)CAI(CommonApplicationlnfrastructure;標準アプリケーシ

ョン)の整備､(ロ)自動車関連業界を通じての他業界の利用拡大､(ハ)ANX､ENXなどとの接続

によるGNXとしての性格- という三つの要因により､JNXは極めて ｢拡張性｣に富んだネットワー

クシステムであり､そのことはJNXの業務アプリケーションが今後開発から決済に迄及ぶということ

を示唆している､としている

(同社URL;httD://www.d-cruise.co.1'T)/d-cruise/service/CSD/future.html]1/1参照).つまり.､JNX

がlCAクロスオーバー型情報ネットワークシステムとして ｢エコ･エンジニアリング｣の発展に果た

す役割が期待されるのであるが､その根拠は､この ｢拡張性｣にあり､従って ｢共通ネットワークシ

ステム｣としてのJNXの発展性そのものの中に内在していると考えられるのである｡
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